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資料−5	
 ソフトコンポーネント計画書	
 

 
 

ササンドラ市商業ゾーン開発のための水産施設整備及び中央市場建設計画準備調査	
 

ソフトコンポーネント計画書	
 

 
 
1. ソフトコンポーネントを計画する背景 
	
 本プロジェクトは、既存中央市場及び周辺で販売活動を営んでいる水産関連以外の小売人を内

陸部の新中央市場に移転させ、小売人移転後の跡地を水揚場として整備する計画である。本計画

の対象となる既存中央市場や水揚場の運営実態は、施設の利用料徴収が主体であり、市の税収源

の確保が主目的とした施設運営がなされてきた。このため市場の効率かつ持続的な発展や、都市

運営上からの視点に立った対応が十分されてきたとは言えない状況にある。本計画では、海岸部

での水揚場整備と中央市場の内陸部の PK3への移転が実現するが、現状の運営状況が踏襲される
場合には、下記のような懸念がある。 
 
中央市場 
①ササンドラ市内には消防署がないため、市場内で火災が発生する場合には自衛消火体制が確

立されることが必要となるが、現時点では確立されていない。 
②新市場へ移転する場合、市場内での各販売業種間での商品搬入時間帯や販売開始時間等の施

設利用の調整方法や規則は定められておらず、このため小売市場全体としての機能が十分に発

揮されないおそれがある。 
③肉野菜等の生鮮食品が販売されるが、衛生面からの視点による食品の取り扱い、食堂等から

発生する廃棄物の取り扱いが十分にされていない状況であり、改善を要すること。 
 
水揚場	
  
①実施・運営機関には本格的な水揚施設の運営経験がないため、効率的かつ衛生的な水揚・荷

捌作業の導入を図るための規則の立案と関係者との調整が必要と認められる。 
②製氷機・発電機の運営・維持管理実績が十分でないことから、同施設の運営・維持管理にか

かる指導・支援が必要である。 
 
	
 このように両施設の実施・運営機関は、新しい施設に対応した各視点からの利用計画（施設利

用計画や衛生管理計画等）や、施設を実際に運用するための各種の利用規則（施設利用規則や衛

生管理規則等）、規則に見合った具体的な運用方法を利用者と共に、構築していかなければならな

い。このような観点からも、前述の課題を解決し、円滑な施設の運営を図るため、施設の運営・

維持管理規則の立案と、防火・消火体制の構築、製氷機等の関連設備の運営・維持管理等に関連

するソフトコンポーネントを実施する必要がある。 
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2. ソフトコンポーネントの目標 
	
 ソフトコンポーネントの目標は、「本計画施設の運営・維持管理機能を確実に構築すること」と

し、運営・維持管理の規則を立案し、施設運営に必要な防火・自衛消火体制の立ち上げ、製氷機

等を主体とする関連設備の運営管理にかかる支援を運営・維持管理組織に対して実施することと

する。 
 
 
3. ソフトコンポーネントの成果 
	
 ソフトコンポーネントの目標について、以下の３つの成果を設定する。 
 
(1) 成果１「両施設の運営・維持管理を行うための基本規則が立案され、運用がされる」 
	
 中央市場の運営・維持管理については、既存施設を含めて市内の複数の公設市場運営を行って

いるササンドラ市により、運営・管理が行われる計画となっている。中央市場はこれらの市場の

中でも、販売品の種類・規模が極めて大きく、かつ生鮮食品や飲食店が集積し、新中央市場施設

は既存施設とは異なった新しい施設の利用計画がされており、現有する規則や運営経験をそのま

ま適用させることは、施設の効率的な運用や衛生面を向上させるために現実的には適さない状況

にある。このため衛生管理計画を含めた施設利用計画を立案し、実際の運用に向けた施設利用者

を対象とする衛生管理規則なども含めた基本規則が立案される必要がある。 
	
 水揚場に関しては、陸上部に水産物流通及び漁船運用支施設が整備され、効率的かつ衛生的な

水産物流通拠点としての運用が求められるとともに、隣接する中央市場と前面の砂浜を加えた地

域全体として総合的な運用も求められている。しかしながら、実施機関はこのような視点からの

施設運用実績は乏しく、施設の効率的な運用や衛生面に関する規則作りを行うには経験が十分で

はないため、支援が必要とされる。 
	
  
(2) 成果２「両施設の防火・消火計画が確立し、初期消火体制が整う」 
	
 中央市場の販売品は布やプラスチック製品等の可燃性品を販売し、その一方では仕立屋では旧

来の炭火アイロンが用いられ、食堂では炭やブタンガス等の火気が使われている。アンケートに

おいても、市場内での火事に対する懸念が高く、消防署がないササンドラ市では、自衛による防

火及び消火体制の確立が急務な状況にある。計画では、ゾーニングや建物内防火壁等により、延

焼を防ぐ配慮がされているが、まずは火事が発生しない予防策を講ずると共に、早期消火が可能

となる消火体制づくりは必須と考えられる。 
	
 水揚場にはすでに船外機を対象とした燃料給油施設が設置されているが、将来はさらに別の給

油施設が敷地内に移転する予定である。また、敷地の片隅には船外機保管用の漁具倉庫が計画さ

れており、庫内にガソリン等を保管される可能性があり、サイト内の防火・消火体制を構築する

ことは施設運用上も不可欠である。 
	
 実施・運営機関は、体系だった防火・消火体制の構築経験が乏しく、これらの導入を行うため

には新施設への移転時に一気に導入することが、現実的かつ効果的であることから、施設完工時

点に支援が必要とされる。 
 



 A- 172 

(3) 成果３「製氷機・非常用発電機・消火設備等の維持管理計画が策定され、一部運用される」 
	
 本計画において水揚場で設置される製氷機・発電機等の設備は、水産物の鮮度保持や衛生上の

観点から、重要なコンポーネントであるが、実施・運営機関にはこれらの設備を運用した経験は

十分ではない。他方、中央市場には消火設備が計画されており、これら消火設備の的確な運用維

持管理が実施されることにより、消火機能が的確に発揮されることから、これらの特殊設備の運

用に必要な技術指導が求められている。また、製氷機や消火設備の運用が適切に実施されるため

には、これらの特殊設備の運転を支える給電・給水等の一般設備も合わせて的確な維持管理・運

用されることが必要となっており、一般設備を含めた広範な維持管理技術の移転も求められる。 
	
 これらの設備は、工事期間中に本体請負業者により、設備毎の操作マニュアルや整備マニュア

ルに沿って基本的な操作方法や整備にかかる指導が行われることになっている。しかしながら、

長期的かつ効率的な運用に関して、体系だった技術移転はされないことや、いわゆる構成設備の

作動原理を含めた現地の技術者を対象とする基本的な維持管理能力を養成するには不十分である。 
	
 このような実態をふまえ、ソフトコンポーネントにより、対象となる特殊設備の構成機器の特

性や、一般設備もふくめた設備総体としての、長期的視点からの効果的かつ経済的な維持管理方

法に関する基本的な維持管理能力の養成を含めた技術移転を実施するものである。 
 
 
4. 成果達成度の確認方法 
 
	
 各成果の達成状況を判断するため、次に述べる指標を設定する。この指標に関する情報収集は、

現地のカウンターパートと共同で進め、業務の効果を把握する。 
 
(1) 成果１「両施設の運営・維持管理を行うための衛生管理も含めた施設利用の基本規則が立案
され、運用がされる」 
以下の指標と指標入手方法を設定する。 
	
 指標１：	
 	
 	
 	
 	
 両施設の適切な施設運営・利用規則案が立案され、運用が始まる。 
	
 指標入手方法：	
 	
 両施設の適切な施設運営・利用規則案の完成し、両施設での運用が開始さ

れたかを確認する。 
	
 指標１では、両施設の適切な施設運営・利用規則案が完成し、両施設での運用が開始したこと

を確認する。 
 
(2) 成果２「施設の防火・消火計画が確立し、初期消火体制が整う」 
以下の指標と指標入手方法を設定する。 
	
 指標２：	
 	
 	
 	
 	
 両施設の利用者への防火・消火計画案が周知され、両施設での初期消火体

制の運用が開始する。 
	
 指標入手方法：	
 	
 両施設の適切な防火・消火計画案の完成と、運用開始。 
	
 指標２では、両施設の適切な防火・消火計画案が完成し、両施設での運用が開始したことを確

認する。 
 



 A- 173 

(3) 成果３「製氷機・非常用発電機・消火設備等の維持管理計画が策定され、運用される」 
以下の指標と指標入手方法を設定する。 
	
 指標３：	
 	
 	
 	
 	
 製氷機・非常用発電機等の維持管理計画書及び維持管理記録簿が 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 完成し、両施設での運用が開始する。 
	
 指標入手方法：	
 	
 製氷機・非常用発電機等の維持管理計画書及び維持管理記録簿の 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 両施設での運用確認。 
	
 指標３では、製氷機・非常用発電機等の維持管理計画書及び維持管理記録簿が完成し、両施設

での運用が開始したことを確認する。 
 
 
5. ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 
(1) 活動計画の内容 
各成果を達成するため実施すべき活動は以下のとおり。 
 
1) 「両施設の運営・維持管理を行うための基本規則が立案され、一部運用がされる」 
成果１を達成するためには、次の活動の実施が必要であると考える。 
活動 1-1. 両施設の運営と利用にかかる規則原案を作成する。 
	
 準備調査の内容に基づき、両施設の適切な施設運営に必要とされる業務及び人員体制を考慮

し、現地作業前に施設運営・利用規則原案を作成する。必要に応じて、「コ」国側関係者と連

絡を取り、この原案について事前に協議する。 
活動 1-2. 両施設の運営と利用にかかる問題点を分析する。 
	
 運営・維持管理主体であるササンドラ市や水揚場運営委員会は、本格的に小売市場や水揚場

の運営するのは最初となる。このような背景から、「コ」国内の他の類似施設、周辺国での類

似施設等の事例を参考にして、「コ」国側カウンターパートと共に問題点を分析し、施設利用

者の代表者を交えて協議すべき具体的な問題点を明確にする。 
活動 1-3. 両施設の運営機関と利用者を交えたワークショップにより問題点を分析する。 
	
 施設の利用者である、小売人、漁民、流通業者等の代表者を集めて、施設運営について討議

し、利用者の視点から見た問題点及び代案を作成する。 
活動 1-4. 両施設の運営と利用にかかる規則案を作成する。 
	
 活動 1-1から 1-3で得た情報や指摘事項などをもとにして、施設運営・利用規則案のドラフ
トを作成する。このドラフト案を、「コ」国側関係者と協議し、施設運営・利用規試案の最終

版として取りまとめる。 
活動 1-5. 両施設の運営・利用規則試案に基づき、計画施設の運営を実施する。 
	
 活動 1-4で作成された施設運営・利用規則試案を、運営・維持管理組織から利用者代表者等
に説明した後、運営・維持管理組織は両施設において実地訓練を行う。実地訓練中は、利用者

からの要望や運営・維持管理組織への対応等に関連する改善点をモニタリングする。 
活動 1-6. 両施設の運営・利用規則試案に基づく施設運営に関する評価を実施し、試案を修正する。 
	
 活動 1-6の実地訓練の完了後、施設運営・利用規則案に基づいた施設運営に関して、カウン
ターパート、運営・維持管理組織、利用者代表の参加のもとで評価会を実施する。評価会の結
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果を反映させた、現地事情に呼応し効果的な運営方法及び利用方法を検討し、試案の修正をカ

ウンターパートと共に実施する。中央市場においては、実際の市場の運用に反映させる。 
 
2) 「施設の防火・消火計画が確立し、初期消火体制が整う」 
成果２を達成するためには、次の活動の実施が必要であると考える。 
活動 2-1. 中央市場及び水揚場の防火・消火計画原案を作成する。 
	
 準備調査の結果に基づき、施設の土地利用計画や販売区画毎の販売区画・品目等を踏まえて、

防火・消火及び一般客誘導計画原案を作成する。必要に応じて、「コ」国関係者と連絡をとり、

この原案について事前に討議する。 
活動 2-2. 両施設の防火・消火計画案の問題点を分析する。 
	
 運営・維持管理主体であるササンドラ市が本格的に防火・消火及び一般客誘導計画を立案す

るのは初めてである。したがって、「コ」国内の他の類似施設の情報、他の途上国での類似施

設の運用事例を踏まえ、「コ」国側カウンターパートと共に問題点を分析し、利用者を交えて

協議し、協議すべき具体的な問題点を明確にする。 
活動 2-3. 両施設の関係者を交えたワークショップを行い、防火及び消火に関する問題に関して協

議する。 
	
 施設の利用者である、小売人、漁民、流通業者の代表者を集め、防火・消火及び一般客誘導

計画に関して討議し、施設利用者からの問題点と対応案を作成する。 
活動 2-4. 両施設の防火・消火及び一般客誘導計画試案を作成する。 
	
 活動 2-1から 2-3で得た情報や成果・指摘等をもとに、防火・消火及び一般客誘導計画試案
のドラフトを作成する。このドラフト案について、「コ」国側関係者と協議し、防火・消火計

画案の最終案を取りまとめる。	
  
活動 2-5. 両施設の防火・消火及び一般客誘導計画試案に基づき、防火点検、消火訓練及び避難訓
練を実施する。 
	
 活動 2-4で作成された防火・消火及び一般客誘導計画試案を、運営・維持管理組織から利用
者代表者等に説明した後、運営・維持管理組織は両施設において実地訓練を行う。実施訓練中

は、利用者からの要望や運営・維持管理組織への対応等に関連する改善点をモニタリングする。 
活動 2-6. 両施設の防火・消火及び一般客誘導計画試案に基づき施設運営に関する評価を実施し、

試案の修正を行う。 
	
 活動 2-6の実地訓練実施後、防火・消火及び一般客誘導計画試案に基づいた施設の防火対策
に関して、カウンターパート、運営・維持管理組織及び施設利用者の参加のもと評価会を実施

する。評価会の結果に基づき、実態に即したより有効な防火・消火及び一般客誘導方法や体制

等を考案し、試案の修正をカウンターパートと共に実施する。中央市場においては、市場の運

用段階において実際の消火訓練を実施する。 
 
3) 「製氷機・非常用発電機・消火設備等の維持管理計画が策定され、一部運用される」 
成果３を達成するためには、次の活動の実施が必要であると考える。 
活動 3-1. 製氷機・非常用発電機等の維持管理計画書及び維持管理記録簿の原案を作成する。 
	
 現地作業前に国内で維持管理計画書及び維持管理記録簿の原案を作成する。また、必要に応
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じて、「コ」国関係者と連絡を取り、この原案について事前に協議する。 
活動 3-2. 製氷機・非常用発電機等、各設備及び構成機器の操作手順と関連性の説明を行う。 
	
 製氷機・貯氷庫・非常用発電機等に関して、各設備の構成と各構成機器の役割と操作取扱方

法を担当者に説明し、装置全体として作動原理が理解できるよう指導する。 
活動 3-3. 製氷機・非常用発電機等の各設備の維持管理手順（保守点検作業手順）を明確にし、維

持管理の実技を指導する。 
	
 各装置及び構成機器の保守点検作業の実施訓練を実施することにより、作業手順や作業内容

を具体的に把握する。これらの実施訓練を通じて、定期的な点検・保守・交換作業の重要性を

理解させる。 
活動 3-4. 製氷機・非常用発電機等の運転データ収集方法を指導する。 
	
 施設の運営・維持管理組織に対して、施設毎に記録する項目と運転データの収集の必要性を

説明し、担当者の実務上可能な限り簡易あるいは容易な内容とする。 
活動 3-5. 製氷機・非常用発電機等の各維持管理記録簿試案への記録と解析を指導する。 
	
 設備の運転データ記録と保守点検に関する維持管理記録は、現況の設備機能診断と故障時の

機能回復作業にあたり、極めて重要な資料となる。よって、これらの記録の重要性を担当者に

認識させ、記録と解析を指導する。 
活動 3-6. 製氷機・非常用発電機等の維持管理計画書及び維持管理記録簿を最終化する。 
	
 活動 3-2から 3-5で得た情報や成果・教訓をもとに、各設備の維持管理計画書及び維持管理
記録簿を最終化する。中央市場の非常用発電機については、実際の市場の運用段階に維持管理

記録簿を記帳する。 
 
(2) 投入計画の内容 
1) 日本側の投入計画 
	
 計画するソフトコンポーネントの内容は、中央市場及び水揚場の両施設完成後に、下記のとお

り「運営管理」と「技術管理」に分けられる。 
 
	
 A) 中央市場完成時 

運営管理・技術管理（第１期） 
	
 成果１「施設の運営・維持管理を行うための基本規則が立案され、運用が開始される」 
	
 成果２「施設の防火・消火計画が確立し、運用が開始される」 
	
 成果３「非常用発電機・消火設備の維持管理計画が策定され、運用が開始される」 

 
	
 B) 水揚場完成時 

運営管理・技術管理（第 2期） 
	
 成果１「施設の運営・維持管理のための基本規則が立案され、運用が開始する」 
	
 成果２「施設の防火・消火計画が確立し、運用が開始される」 
	
 成果３「製氷機・非常用発電機等の維持管理計画が策定され、運用が開始される」 

 
	
 日本の協力として行うソフト部分の投入主要部分は、「本計画施設の運営維持管理の立ち上
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げ指導」を担当するコンサルタントの派遣による技術面の指導の実施であり、「運営管理」と

「技術管理」の２名の派遣を計画する。また、現地での成果品は全て仏語で作成し、協議やワ

ークショップも仏語で行われることから、コンサルタントの「コ」国滞在期間中は英語・仏語

の通訳を準備する。 
	
 運営管理によるソフトコンポーネントの成果である運営維持管理に係る基本規則及び防

火・消火計画は、本計画施設の運営立ち上げ時に必要であることから、中央市場及び水揚場の

両施設建設後に実施する計画とする。 
	
 技術管理によるソフトコンポーネントは、本計画設備が試運転可能な状態になる段階として、

中央市場及び水揚場の両施設引き渡し直前に実施する計画とする。 
	
 第 1期の業務期間は、国内・現地作業を合わせて 2.66MMの作業計画を予定する。	
  
	
 第 2期の業務期間は、国内・現地作業を合わせて 2.34MMの作業計画を予定する。 

 
投入計画は以下のとおりである。 
①コンサルタント（運営管理）１名 2.50MM(国内作業 1.0MM、現地作業 1.50MM) 
②コンサルタント（技術管理）１名 2.50MM(国内作業 1.0MM、現地作業 1.50MM) 
③英語・仏語通訳（計 90日間（3.00MM）、第 1期（1.66MM）第 2期（1.34MM）） 
④車両借上費（運転手含、計 84日間(2.80MM)、第 1期（1.57MM）第 2期（1.23MM） 
⑤ワークショップ用機材 

 
 
6. ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 
	
 運営管理分野については、「コ」国内には、本計画に密接に関連する水産、流通、衛生等の視点

からの施設運営に関し、総合的な見地から計画施設の運用・維持管理にかかる指導ができるコン

サルタントまたは、NGO がいないため、準備調査に従事した本邦コンサルタントを派遣し、現
地リソース及びカウンターパートと共同で実施することとする。技術管理分野については、製氷

機に関連する冷凍設備や非常用発電機等の内燃機関、消火設備等広範にわたる運転指導や維持管

理の経験があるコンサルタント、または NGO が現地にはいないことから、運営管理同様に準備
調査に従事した本邦コンサルタントを派遣する。 
 
 
7. ソフトコンポーネントの実施工程  
	
 本計画施設の完工前に業務を開始することとし、次の事業実施工程表に基づき、第 1期及び第
2期のソフトコンポーネントを実施する。 
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 派遣時期は、中央市場及び水揚場工事の進捗及び移転の状況を鑑みながら実施される。 
 
(1) 運営管理 
A. 中央市場の運営にかかるコンポーネント 
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B. 水揚場の運営にかかるコンポーネント 

   
 
(2) 技術管理 
A. 中央市場の技術にかかるコンポーネント 

  
 

B. 水揚場の技術にかかるコンポーネント 

   

 
 
8. ソフトコンポーネントの成果品 
 
	
 ①ソフトコンポーネント完了報告書 
	
 ②施設運営・利用規則案 
	
 ③防火・消火計画 
	
 ④製氷機・発電機等の維持管理記録簿及び維持管理計画書 
	
 ⑤両施設の運用記録（運用記録、消火訓練記録、維持管理記録） 
 



 A- 179 

9. ソフトコンポーネントの概略事業費 
	
 見積金額 
	
 	
 見積金額： 14,677,400円 
	
 	
 I. 直接経費： 9,199,000円 
	
 	
 	
 1. 直接経費： 4,919,000円 
	
 	
 	
 2. 直接人件費： 4,280,000円 
	
 	
 II. 間接費 5,478,400円 
	
 	
 	
 1. 諸経費： 3,852,000円 
	
 	
 	
 2. 技術経費： 1,626,400円 
 
 
10. 相手国側の責務 
	
 本ソフトコンポーネントの目標達成のためには、人材や予算の確保等の施設運営に大きく関与

し、実施機関となる、「ササンドラ市」及び、「水揚場運営委員会」の理解が必須となる。もし、

施設の運営段階で阻害要因などが確認される場合には、監督官庁となる動物水産資源省が必要な

措置を講ずる計画である。このため、現地業務開始前、現地業務完了後は、前述の関係機関への

報告を実施し理解を深める。なお、本ソフトコンポーネントの実施にあたっては、カウンターパ

ート職員の施設維持管理に関する経験だけではなく、市場利用者との調整能力と関与が必要とな

る。このため、早期の段階から実施機関に対して適切な人物をカウンターパートとして選定する

ことが必要である。 
	
 計画施設の運営維持管理組織の職員選定に関しては、本計画施設の適切な運営を行うため、考

察力、柔軟性、受容力といった観点から、適切な人材を実施機関より選定していただく必要があ

る。 
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業務日程表 
 
「技術管理」担当 
1) 第 1期事前国内作業（10日間、0.5MM）：防火・消火設備等の維持管理記録簿・維持管理計
画書案の作成業務 

 
2) 第 1期現地作業（25日間、0.83MM） 
日

数 
曜

日 
業務内容 業務地 

1 水 移動（日本発、＊＊経由） 機中 
2 木 移動（アビジャン着） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
3 金 JICA事務所業務説明、MIRAH概要説明 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
4 土 移動（アビジャン→ササンドラ） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
5 日 ソフコン準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
6 月 ササンドラ市業務説明、担当者実務会議（業務内容・日程等） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
7 火 防火・消火基礎知識説明 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
8 水 消火設備（貯水槽、ポンプ、非常用発電機等）の講義、維持管理方法 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
9 木 消火設備（各設備及び配管関係）の実機確認 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
10 金 買電及び非常用発電機の切り替え方法の説明 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
11 土 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
12 日 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
13 月 消火設備（消火栓、貯水槽、ポンプ、発電機）作動確認 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
14 火 消火設備等維持管理方法の策定演習 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
15 水 関連設備等維持管理方法の策定演習 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
16 木 維持管理記録簿の活用法 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
17 金 ササンドラ市関係者業務報告 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
18 土 業務報告書作成 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
19 日 移動（ササンドラ→アビジャン） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
20 月 MIRAH養殖漁業局報告、資料準備 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
21 火 MIRAH報告会（官房、企画計画局等） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
22 水 JICA事務所報告 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
23 木 移動（アビジャン→） 機中 
24 金 移動（→日本） 機中 
25 土 日本着  

 
3) 事前国内作業（10日間、0.5MM）：製氷機・非常用発電機等設備の維持管理記録簿・維持管
理計画書案の作成業務 
 

4) 第 2期現地作業（20日間、0.67MM） 
日

数 
曜

日 
業務内容 業務地 

1 水 移動（日本発、＊＊経由） 機中 
2 木 移動（アビジャン着） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
3 金 アビジャン JICA事務所業務説明、動物水産資源省概要説明 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
4 土 移動（アビジャン→ササンドラ） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
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5 日 ソフコン準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
6 月 州議会・県知事業務説明、ササンドラ市実務会議（業務内容・日程等） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
7 火 製氷機と非常用発電機の機能と相互関連説明 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
8 水 常用発電機の運転上の留意事項・トラブル解消法 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
9 木 実機を対象とした各機器の設置状況確認、取扱上の留意事項 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
10 金 製氷機運転実習（維持管理記録簿、氷生産コスト） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
11 土 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
12 日 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
13 月 維持管理記録簿の活用法 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
14 火 維持管理計画書作成支援 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
15 水 サンドラ市関係者業務報告、移動（ササンドラ→アビジャン） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
16 木 MIRAH養殖漁業局報告、資料準備 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
17 金 MIRAH報告会（官房、企画計画局等）、JICA事務所報告 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
18 土 移動（アビジャン→） 機中 
19 日 移動（→日本） 機中 
20 月 日本着  
 
 
「運営管理」担当 
1) 第 1期事前国内作業（10日間、0.5MM）：施設運営・利用規則案、防火・消火計画案の 
作成業務 
 

2) 第 1期現地作業（25日間、0.83MM） 
日

数 
曜

日 
業務内容 業務地 

1 火 移動（日本発、＊＊経由） 機中 
2 水 移動（アビジャン着） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
3 木 アビジャン JICA事務所業務説明、動物水産資源省概要説明 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
4 金 ソフコン準備 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
5 土 移動（アビジャン→ササンドラ） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
6 日 ソフコン準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
7 月 ササンドラ市業務説明実務会議（業務内容・日程等） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
8 火 運営・維持管理／防火・消火計画の説明・協議（運営者側） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
9 水 ワークショップ開催（施設利用者参加） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
10 木 実地訓練（新施設による OJT指導、モニタリング） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
11 金 実地訓練の評価・改善点の確認作業（運営者及び利用者参加） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
12 土 資料とりまとめ ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
13 日 資料とりまとめ ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
14 月 施設利用規則/防火・消火計画の修正 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
15 火 施設運営にかかる維持管理費予測演習 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
16 水 施設運営にかかる維持管理費予測演習 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
17 木 ササンドラ市協議（市長、財政課等参加） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
18 金 ササンドラ市報告 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
19 土 移動（ササンドラ→アビジャン） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
20 日 資料とりまとめ ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
21 月 動物水産資源省養殖漁業局説明、JICA事務所報告 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
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22 火 動物水産資源省報告 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
23 水 移動（アビジャン→） 機中 
24 木 移動（→日本） 機中 
25 金 日本着  
 
3) 第 2期事前国内作業（10日間、0.5MM）：施設運営・利用規則案、防火・消火計画案・衛生
管理規則案の作成業務 
 

4) 第 2期現地作業（20日間、0.67MM） 
日

数 
曜

日 
業務内容 業務地 

1 水 移動（日本発、＊＊経由） 機中 
2 木 移動（アビジャン着） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
3 金 アビジャン JICA事務所業務説明、MIRAH概要説明 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
4 土 移動（アビジャン→ササンドラ） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
5 日 ソフコン準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
6 月 州議会・県知事表敬、ササンドラ市実務会議（業務内容・日程等） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
7 火 施設利用・運営維持管理案説明・協議 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
8 水 施設利用規則／防火計画／衛生管理規則案策定 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
9 木 施設利用規則／防火計画／衛生管理規則ワークショップ（施設利用者代表参加） ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
10 金 施設運営維持管理費用算定演習 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
11 土 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
12 日 資料準備 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
13 月 州及び県議会、サンドラ市実務担当者への成果報告 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
14 火 運営指導委員会報告会（州／県議会／ササンドラ市／MIRAH等参加）報告 ｻｻﾝﾄﾞﾗ 
15 水 移動（ササンドラ→アビジャン） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
16 木 MIRAH協議（官房、零細漁業局、企画計画局） ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
17 金 MIRAH報告会（官房、企画計画局等）、JICA事務所報告 ｱﾋﾞｼﾞｬﾝ 
18 土 移動（アビジャン→） 機中 
19 日 移動（→日本） 機中 
20 月 日本着  
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資料 1-4	
 アンケート調査結果概要	
 

 

一般小売人アンケート集計結果概要	
 ササンドラ市水揚サイト整備計画 

 

小売人 水産物小売人を除く小売人・店舗に対する 400 通のアンケート：回答	
 367 通（人・店舗）	
 

性別 男性:	
 134 人,	
 女性:	
 215 人,	
 未回答:	
 18 人	
 

年齢 1-9:1 人,10-19:14 人,20-29:62 人,30-39:107 人,40-49:96 人,	
 50-59:70 人,	
 60 以上:17 人	
 

事業 

情報 

取扱商品：野菜:100 人,  穀類:19 人,  肉類:7 人,  パン菓子類:3 人,  その他食品:41 人,  

	
 	
 	
 家庭用品:3 人,  衣類:42 人,  化粧品等:25 人,	
 その他雑貨:13 人,  飲食店:16 人,   

	
 	
 	
 仕立屋:52 人,  靴修理:9 人,  倉庫業:1 人,  その他:22 人,	
 未回答:14 人 

店舗所在地：ワーフ地区:86 人, 中央市場:261 人, PK3サイト:1 人, その他:16 人,	
 未回答:3 人 

店舗構造：テーブル:87 人, 小屋:113 人, その他:84 人,	
 未回答:83 人 

所有権：自己資産:132 人, 賃貸:127 人,	
 未回答:108 人 

商品運搬車両：無:332 人, 所有:3 人,	
 未回答:32 人 

組合：未加入:278 人, 加入:59 人,	
 未回答:30 人 

 

商売をする曜日	
 (複数回答可) 

  日曜:177 人, 月曜:256 人, 火曜:257 人, 水曜:258 人, 木曜:255 人, 金曜:236 人, 土曜:256 人 

1日当たりで商売をしている時間（多数回答順に） 

  10時間:119 人, 11時間:90 人, 12時間:39 人, 9時間:30 人, 8時間:12 人, 13時間:11 人,（ここまでで 301 人）  

 5-6時間:4 人,14時間:3 人, 7時間:3 人, 18時間:2 人, 24時間:2 人, 15時間:1 人, 16時間:1 人,	
 未回答:50 人 

店舗営業年数： 1年未満:9 人, 1年以上-2年未満:6 人, 2年以上-3年未満:16 人, 3年以上-4年未満:12 人,  

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  4年以上-5年未満:13 人, 5年以上-10年未満:59 人 10年以上:203 人,	
 未回答:49 人 

通勤手段 

  乗合バス:1 人, 自家用車・バイク:16 人, 徒歩:177 人, 自転車:5 人, タクシー:121 人,	
 未回答:47 人 

主たる商品の仕入れ場所・仕入れ重量割合 (複数回答可) 

  ワーフ地区（0-20%）:4 人, 中央市場（0-20%）:116 人, その他:208 人,	
 未回答:39 人 

売れ残り商品を破棄処分することがありますか?   

    殆ど無い:182 人,  発生する:177 人,	
 未回答:8 人 

商品破棄の理由? 	
 （複数回答可）	
 （1.の分類に従って） 

  腐敗:211 人, 品質劣化:70 人, 適切な保管が出来ないため:8 人,	
 未回答:78 人	
 

商品の販売に際して氷を使うことがありますか? 	
   

  使わない:317 人, 使うことがある:26 人,	
 未回答:24 人 

現在の販売場所の状況をどう思いますか? 

商品販売スペース 悪い:102 人, 少し悪い:0 人, 普通:93 人, 少し良い:5 人, 良い:155 人, 未回答:12 人 

通路・運搬スペース 悪い:106 人, 少し悪い:0 人, 普通:116 人, 少し良い:6 人, 良い:134 人, 未回答:5 人 

保管スペース 悪い:160 人, 少し悪い:1 人, 普通:71 人, 少し良い:5 人, 良い:109 人, 未回答:21 人 

 衛生状態 悪い:198 人, 少し悪い:0 人, 普通:88 人, 少し良い:6 人, 良い:51 人, 未回答:24 人 
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 氷の入手 悪い:181 人, 少し悪い:0 人, 普通:33 人, 少し良い:3 人, 良い:29 人, 未回答:121 人 

 清水の入手 悪い:148 人, 少し悪い:29 人, 普通:34 人, 少し良い:0 人, 良い:103 人, 未回答:53 人 

 ゴミ捨て場の整備状況 悪い:204 人, 少し悪い:1 人, 普通:80 人, 少し良い:3 人, 良い:34 人, 未回答:45 人 

 アクセス道路の幅、路面 悪い:158 人, 少し悪い:0 人, 普通:105 人, 少し良い:7 人, 良い:44 人, 未回答:53 人 

 駐車場の整備状況 悪い:255 人, 少し悪い:0 人, 普通:7 人, 少し良い:1 人, 良い:4 人, 未回答:100 人 

公共交通機関の整備状況 悪い:116 人, 少し悪い:2 人, 普通:154 人, 少し良い:2 人, 良い:35 人, 未回答:58 人 

トイレの整備状況 悪い:281 人, 少し悪い:5 人, 普通:33 人, 少し良い:0 人, 良い:33 人, 未回答:15 人 

診療所の不備 悪い:163 人, 少し悪い:0 人, 普通:2 人, 少し良い:0 人, 良い:5 人, 未回答:197 人	
 

ササンドラ水揚場施設の整備に伴い、現在の小売市場は撤去され、PK3サイトに代替市場が整備される計画となってい

るが、移転の必要が生じる可能性に対する意見は？ 

	
 	
 280人：PK3サイトに整備される市場に適切な売り場が確保できるならば、基本的に移転に賛成する。  

	
 	
 22人： 望んでいる場所に移転できるのならば、基本的に移転に賛成する。 

	
 	
 18人： 現在より売り面積が狭くなるとしても、他所に移転したくない。ここで商売を続けたい。 

	
 	
 20人： どのような条件が与えられても、他所に移転したくない。ここで商売を続けたい。 

	
 	
 27人： 未回答 

ササンドラ水揚場施設整備への賛否?	
  

  無条件賛成:315人, 意見はあるが基本的に賛成:9人, 絶対反対:21 人,	
 未回答:22 人 

PK3サイトに整備される総合市場に移転した場合に考えられるメリット 

 客が増える；10%:63 人,	
 20%:40 人,	
 30%:47 人,	
 40%:30 人,	
 50%:61 人,	
 50%以上:14 人,倍以上:70 人,未回答:42 人 

 売上が増える；10%:66 人,	
 20%:36 人,	
 30%:41 人,	
 40%:36 人,	
 50%:52 人,	
 50%以上:39 人,倍以上:50 人,未回答:47 人 

 販売商品量の増加 10%:33 人,	
 20%:58 人,	
 30%:51 人,	
 40%:21 人,	
 50%:21 人,	
 50%以上:6 人,倍以上:1 人,未回答:176

人 

 仕入費が減る；	
 10%減:28 人,	
 20%減:6 人,	
 30%減:16 人,	
 40%減:4 人,	
 半額:22 人,	
 半額以下に:3 人,未回答:288 人	
 

 通勤費が減る；	
 10%減:35 人,	
 20%減:17 人,	
 30%減:18 人,	
 40%減:10 人,	
 半額:18 人,	
 半額以下に:2 人,未回答:257 人	
 

 通勤時間が減る；15 分減:40 人,	
 30 分減:15 人,	
 2 時間以上減 15 人,未回答:311 人	
 

 商品運搬費が減る；10%減:22 人,	
 20%減:12 人,	
 30%減:16 人,	
 40%減:10 人,半額:27 人,	
 半額以下に:1 人,未回答:279

人	
 

 人件費が減る；	
 10%減:2 人,	
 30%減:1 人,未回答:364 人	
 

PK3サイトに整備される総合市場に移転した場合に考えられるデメリット 

 客が減る；10%減:78 人,	
 20%減:27 人,	
 30%減:20 人,	
 40%減:31 人,半額:10 人,	
 半額以下に:7 人,未回答:194 人	
 

	
 売上が減る；10%減:71 人,	
 20%減:34 人,	
 30%減:21 人,	
 40%減:26 人,半額:32 人,	
 半額以下に:7 人,未回答:176 人	
 

	
 販売商品量が減る；10%減:26 人,	
 20%減:16 人,	
 30%減:28 人,	
 40%減:24 人,半量:7 人,	
 半量以下に:0 人,未回答:266

人	
 

	
 仕入費が増える；10%:45 人,	
 20%:25 人,	
 30%:16 人,	
 40%:10 人,	
 50%:14 人,	
 50%以上:0 人,倍以上:0 人,未回答:257 人	
 

	
 通勤費が増える；10%:79 人,	
 20%:42 人,	
 30%:36 人,	
 40%:16 人,	
 50%:28 人,	
 50%以上:1 人,倍以上:0 人,未回答:165 人	
 

	
 通勤時間が増える；15 分増:48 人,	
 30 分増:75 人,	
 45 分増:12 人,	
 1 時間増:14 人,	
 1 時間半増:9 人,未回答:209 人	
 

	
 商品運搬費が増える；10%:54 人,	
 20%:35 人,	
 30%:18 人,	
 40%:11 人,	
 50%:26 人,	
 50%以上:2 人,未回答:221 人	
 

	
 人件費が増える；10%:1 人,未回答:366 人 
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資料 1-5	
 一般事情・社会経済データ	
 

 

	
 ①対象国全体	
 

	
 対象国の社会条件	
 

一般事情	
 	
 

	
 面積	
 322,436 平方 km	
 

	
 人口	
 1,984 万人(2012 年、世銀)	
 

	
 首都	
 ヤムスクロ	
 

	
 民族	
 セヌフォ族、バウレ族、グロ族、グレ族、アチ

ェ族、ベテ族、グレ族	
 

	
 言語	
 フランス語（公用語）、各部族語	
 

	
 主教	
 イスラム教 30%、キリスト教 10%、伝統宗教 60%	
 

	
 国祭日	
 8 月 7 日	
 

経済指標	
 	
 

	
 主要産業	
 農業（コーヒー、ココア）	
 

	
 GDP	
 236 億米ドル(2012 年、世銀)	
 

	
 一人当たり GNI	
 1,220 米ドル(2012 年、世銀)	
 

	
 経済成長率	
 9.5%(2012 年、世銀)	
 

	
 インフレ率	
 5.0%(2011 年、世銀)	
 

	
 総貿易額、主要貿易品目	
 輸出 105 億ドル、輸入 63 億ドル	
 

	
 対外債務残高	
 98 億ドル(2012 年、世銀)	
 

	
 	
 

②ボクレ州及びササンドラ市の社会経済状況	
 

	
 

対象地域の社会条件	
 

 サンサンドラ市 
初等学校数 17 
中等学校数 6 
就学率 84% 
病院及びクリニック数 5 
非識字率 16% 
失業率 45%（＊） 
HIV/HIDS羅漢率 2.4% 

（＊）はササンドラ市のデータが無く、ボクレ州のデータを表している。出典：ボクレ州 
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資料 1-6	
 ステークホルダー会議録要約	
 

 
ステークホルダー会議要約	
 

会議情報 開催目的・主な出席者 要点（意見など） 
第 1回目 
市民ホール 
5月 28日 
(木) 
10:00～

12:00 
出席者数 :
約 130人 

開催目的：ワーフ地区及び中央市

場地区小売業者への説明 

・新規市場を PK3 地区に建設することに賛成す
る。移転にも賛成する。 
・現在の市場は海岸浸食、火災発生、商品の盗難
が主な問題であり、新規市場ではこれらの問題
を解決することを望む。 

・新規市場を PK3地区に建設及び新規市場への移
転に反対する意見は無い。 

 

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊日本側調査団 
＊PK3地区代表 
＊リベリア漁民代表 
＊中央市場施設管理者 
＊FENACCI組合長 
＊ササンドラ女性グループ代表 
＊燻製業者代表 
＊一般小売人及びその代理人 
＊NGO (SOS Jeunesse) 

第 2回目 
中央市場内 
5月 29日 
(金) 
7:30～8:30 
出席者数 :
約 20人 

開催目的：中央市場小売業者への

説明 

・現在のササンドラ市場は販売スペースが十分で
はなく、手狭になっている。このため、道路際
で商売をせざるを得ない小売業者も多く存在
し、交通事故も起きている。 
・商品の盗難、雨漏り、販売が商品の種類によっ
て分けられていない事が現在の市場の問題点で
あり、新規市場はこれらの問題を解決すること
を望む。 

・新規市場が完成する PK3地区は集落の中心点で
あり、物資も集まりやすい。今後の発展が期待
できる。 
・ササンドラ中央市場で営業するほとんどの小売
業者は、市場へは乗合タクシーを交通手段にし
ている。 
・心配点は、新規の場所のため顧客が利用してく
れるかどうかである。また、新規市場での利用
料金の大幅値上げも心配する。 

・新規市場を PK3地区に建設及び移転に反対する
意見は無い。 

出席者 
＊ササンドラ市関係者 
＊日本側調査団 
＊FENACCI組合長 
＊中央市場内野菜小売業者 
＊NGO (SOS Jeunesse) 

第 3回目 
ワーフ内 
6月 3日 
(水) 
10:00～

11:00 
出席者数 :

開催目的：燻製小売業者への一時

移転先の説明 

・新規市場を PK3 地区に建設及び新規市場移転
には全員賛成。 
・一時移転先として、市側が用意している屋根付
きのオープンスペースを一時移転先として希望
する人も存在したが、一時移転先として現在の
ササンドラ市場の南西側に関してはほぼ合意。 
・現市場では商品（燻製魚）を保管するスペース
が無いことが問題点である。 
・新規市場移転時には現市場と同等の販売スペー
スが欲しい。 

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊日本側調査団 
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約 40人 ＊FENACCI組合長 
＊燻製業者 

・新規市場を PK3地区に建設及び最終移転先とし
て反対する意見は無い。 

第 4回目 
市民ホール 
6月 4日 
(木) 
11:00～

12:30 
出席者数 :
約 30人 

開催目的：中央市場及びワーフ地

区内の水産物販売業者への協力

コンポーネントの協議等 

・本案件に賛成する理由は、新しい漁業関係施設
が建設されるからである。 
・他の本案件への賛成理由は、現在の水揚浜では
海岸浸食が心配である事、本案件実施により、
一般の小売業者と水産物類販売業者が分けられ
ると思うことによる。 
・漁民が現在抱えている問題点は、漁船を係留す
る場所が無いこと、水揚場が砂浜であり衛生的
でないこと、水揚げした魚の保存施設が無いこ
と、周辺で漁具を買うことが出来ないこと、漁
網の修繕スペース及び網干場のスペースも十分
には無いこと、漁具を保管する施設が無いこと、
製氷施設も無く氷が絶対的に不足していること
がある。 
・漁具の保管庫の維持費が発生する場合、漁民と
して相応の負担額は支払う意志があるという意
見が出された。 

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊日本側調査団 
＊CODAPECHE（漁協組合長） 
＊COPESAS（漁協組合長） 
＊漁民（船主 7名含） 
＊漁村コミュニティー代表 
＊鮮魚販売代表 
＊仲買人 
＊NGO (SOS Jeunesse) 

第 5回目 
MIRAH 支

所 
6月 8日 
(月) 
12:00～

13:30 
出席者数 :
約 10人 

開催目的：リベリア漁村・漁民へ

のワーフ地区建設施設の説明 

・本案件は新しい漁業関係施設が建設されるから
賛成である。 
・ワーフ地区工事期間に問題は発生しない。ワー
フ地区を通過・利用出来なくても隣の浜を通過
するので問題は無い。また、ワーフ地区の前浜
で水揚げ出来なくても隣の浜で水揚げするので
問題は無い。 
・現在の漁業の問題点は、夜間操業時に漁船に十
分な照明設備が無く、夜間の操業が出来ないこ
と、ワーフ地区に操業に持参できる飲料水供給
施設が無いこと、漁具倉庫が無いこと、漁船の
係留施設が無いこと、製氷施設が無く、氷の入
手が困難なこと、漁具販売店が無いことなどで
ある。本案件への賛成理由は、現在の水揚浜で
は海岸浸食が解決される可能性があること、一
般の小売業者と魚介類販売小売業者が分離され
ることによる。 
・プロジェクトで漁具倉庫を設置する場合、漁船
毎の漁具倉庫利用で構わない。収納する漁具は
漁船のパドル、釣り針や釣糸を入れるバケツ、
着替えである。使用料の支払いには賛成する。 

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊日本側調査団 
＊リベリア人漁村ボクレ州コミ

ュニティー代表／アシスタント 
＊リベリア人漁村ササンドラコ

ミュニティー代表 
＊リベリア人漁村ササンドラコ

ミュニティー青年代表 
＊リベリア人漁民 

 
 

第 6回目 
PK3サイト 
6月 14日 
(日) 
16:00～

17:00 
出席者数 :

開催目的：PK3 サイト内の住民
移転と商業移転対象者への説明 

・本案件サイト内商業施設所有者として、新規市
場内に入居が可能なら入居を望む。 
・本案件サイト内商業施設所有者としては自分達
の移転希望先を市長と相談の上、決めることを
望む。 
・本案件サイト内商業施設従業員（車両修理工）
としても移転には賛成する。また、いつでも移
転出来る心づもりでいる。 
・移転対象住民としては、移転には賛同する。可
能であれば早期に移転先を知りたい。 
・本案件サイト内商業施設所有者としては自分達

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊日本側調査団 
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約 50人 ＊PK3コミュニティーリーダー 
＊PK3サイト内住民 
＊PK3サイト内商業施設所有者 
＊PK3サイト内商業施設従業員 

 

の移転希望先を市長と相談の上、決めることを
望む。 
・移転対象住民としては、移転先は可能な限り現
在の住居付近の場所を確保願いたい。（回答（サ
サンドラ市）：移転先は同じ地区の PK3 地区内
を予定し、電気水道等のインフラを整備したう
えで住居の提供を考えている。回答(MIRAH)：
住居は現在の価値と同等以上のものを提供する
予定である。）案件サイト内商業施設従業員（車
両修理工）としても移転には賛成する。また、
いつでも移転出来る心づもりでいる。 

第 7回目 
PK3サイト 
6月 14日 
(日) 
16:00～

17:00 
出席者数 :
約 60人 

開催目的：ワーフ地区小売業者に

対する一時移転先の説明 

・本案件には賛成する。心配な点は補償である。
店舗の補償はどうなるのか？（回答（ササンド
ラ市）：ワーフ地区の小売業者の多くが同じ懸念
を抱いている。市と州はこの問題に対して対策
を検討している。） 
・一時移転先が確保されることは理解した。その
一時移転先に小売業者達が入居する場合、小売
業者それぞれの具体的な販売場所はどのように
して決めるのか？（回答（ササンドラ市）：小売
業者それぞれの具体的な販売場所はまだ決めて
いない。一時移転先での各小売業者の具体的な
販売場所に関しては FENACCIと共に 1人ずつ
販売場所を決めていきたいと考えている。） 

出席者 
＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊日本側調査団 
＊FENACCI組合長／次長 
＊ササンドラ女性グループ代表 
＊ワーフ地区小売業者 

第 8回目 
市公会堂 
1月 29日 
(金) 
10:00～

12:00 
出席者数 :
約 150人 

開催目的：案件のコンポーネント

／実施スケジュール等の説明 

・参加者からは、案件のコンポーネント及び実施
スケジュール共にネガティブオピニオンはな
く、参加者全体の意向は本計画の実施に賛成で
ある。 出席者 

＊MIRAH関係者 
＊ササンドラ市関係者 
＊ボクレ州関係者 
＊PK3地区代表 
＊PK３地区伝統的チーフ 
＊日本側調査団 
＊小売業者代表及び関係者 
＊漁民代表及び関係者 
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資料 1-7	
 交通渋滞による経済損失	
 

交通渋滞による経済損失の試算	
 

	
 

交通渋滞による経済損失の計算方法は、下記の手順により求める。 
 
1. 渋滞発生区間による渋滞が発生する場合としない場合の差を求める。 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ↓	
 

2. 渋滞の影響を受ける乗車人数を想定する。 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ↓ 
3. 渋滞損失時間に時間価値を乗じて、渋滞損失額を求める。 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
  
本プロジェクトの場合は、以下ごとく計算できる。 
 
1. 渋滞対象台数 
	
 現地調査期間中の交通量調査により、日あたり 750台が既存中央市場前を通過する市内の環状
道路を通過していることが確認された。既存中央市場周辺には、バスターミナルや民間商業施設

が立地しており、商品搬入等による交通渋滞が発生する。渋滞の対象台数は朝夕の混雑状況から、

日あたり交通量の 2割と想定する。また、1台あたりの渋滞時間による損失時間は 10分と見込む。 
 
	
 対象台数：	
 750台×20%=150台、内訳（乗用車 135台、ミニバス 15台） 
 
2. 乗車人員 
	
 交通量調査結果から、通過交通の約 1割はミニバスであることが確認され、残りは乗用車であ
る。現地の状況から、ミニバスの乗車人数は 10人、乗用車の乗車人数は 2人として設定する。 
 
3. 損失時間及び損失価値 
	
 時間価値については、通常は平均的な就業者の 1時間あたりの賃金が採用される。今回は現地
の普通作業員の日単価である 6,000FCFAをベースとし、時間単価は 750FCFAと設定する。 
	
 上記のような条件から、損失時間及び損失価値は以下のように求められる。 
 
	
 影響人数：	
 乗用車(135台)×2人+ミニバス(15台)×10人=420人	
  
	
 影響時間：	
 420人×10分/人 =4,200分(70時間) 
	
 影響金額：	
 70時間×750FCFA=52,500FCFA 
	
 年間換算：	
 52,500×360日=18,900,000FCFA(約 380万円) 
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資料 1-8	
 簡易住民移転計画	
 

簡易住民移転計画(Abbreviated Resettlement Action Plan) 
 

はじめに、本プロジェクトのコートジボワール国（以下「コ」国）における主管官庁は、動物

水産資源省(MIRAH: Ministère des Ressources Animales et Halieutiques、以下、「MIRAH」)である。

また、同国における環境認可の承認の責任官庁は、環境・都市衛生・持続的発展省（Ministère de 

l’Environnent de la Salubrité Urbaine et du Développement Durable）傘下にある環境庁（Agence 

Nationale de l’Environnent (以下 ANDE)）であることを付記しておく。 

 

(1) 用地取得・住民移転の必要性   
	
 既存の中央市場の移転に関しては、ササンドラ市の長期計画に組み込まれている。新規の中央

市場は一定以上の敷地面積を必要とする大規模な移転となるため、移転用地に関しても規模及び

立地条件等から限定されていることから、今回提案された PK 地区内の場所が唯一といえる。し

たがって、本プロジェクト報告書の代替案で比較検討したとおり、予定地内で居住する住民 11

世帯の移転は避けられない状況にある。 

	
 一方、中央市場及びワーフ地区で営業する商業店舗は、本プロジェクトの工事実施に伴い一時

移転、及び新中央市場及びワーフ地区内の新水揚場完成後の移転が必要となる。予想される移転

の数は、既存の中央市場及びワーフ地区の小売業者である。また、ワーフ地区で営業する 36店舗、

中央市場で営業する 24店舗の小売業者には一時移転が発生する。その後は、水揚場（ワーフ地区）

完成後、一時移転した 60店舗がここへ再入居する。それに加え、ワーフ地区及び中央市場で営業

する食堂及び氷水販売店 34 店舗のうち、14 店舗は周辺に固定客が居ることから、新中央市場へ

の移転を望まないため、海際の近くに移転する計画である。 

 

(2) 事業対象地の全占有者を対象とした人口センサス調査、財産・用地調査結果   

本案件の PK3地区内の新規市場建設予定地で居住している住民は、新たなサイトの面積拡張に

より、正規の住民（つまり市から土地を借地している住民）及び不法居住者を合計して 11世帯が

存在していることをササンドラ市及びボクレ州が確認した。移転世帯の 11世帯に対して、ササン

ドラ市、ボクレ州は共同アンケートによる聞き取り調査を実施した。その結果、11世帯には合計

63 人の居住者が確認された。全占有者である 11 世帯及び私有地所有者を対象とした人口センサ

ス調査、財産・用地調査結果は表 11、表 12 の通りである。PK3 地区の中央市場予定地における

商店舗へのセンサス調査、財産・用地調査結果は表 13の通りである。また、既存の中央市場地区

及びワーフ地区の小売業者（商業店舗）への移転に関するセンサス調査は以下に記述する。 

① PK3地区内の新中央市場建設サイト 

本プロジェクトによる新中央市場建設に伴い、同建設予定地には下記の住居、商業施設、私

有地がサイト内あり、これらの移転、用地取得の補償業務が必要となる。 

	
 A. 住民移転: 11世帯（正規居住者 1世帯(7名)、不法居住 10世帯(56名)） 

移転世帯の 11 世帯に対して、ササンドラ市、ボクレ州は共同アンケートによる聞き取り

調査を実施した。その結果、11世帯には合計 63人の居住者及び 13名一時滞在者が存在する

ことが確認された。この一時滞在者とは、近隣の中高に通う学校の生徒である。 
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 B. 商業施設移転: 7店舗 

商業移転対象となるのは 7店舗となる。そのうちの 1店舗は小規模な簡易飲食業であるが、

ササンドラ市とボクレ州の見解は通年営業ではなく、数カ月で店舗を移動する可能性が高い

と見ている。 

なお、商業移転対象者に対する家計や生活調査（本プロジェクトサイト敷地外に所有する

資産等）は、行われていない。 

 
図 1	
 収容予定地	
 

 

	
 C. 民有地の収容	
 : 6区画の私有地(582,583,584,586,588,591,599の一部) 

	
 現状では、1区画(区画番号 591)のみガーレジとなっている倉庫があり、他は更地状態。合

計面積は 2,671m2である。補償方法は、代替地の提供、あるいは金銭補償で対応する予定で

ある。 

 

②ワーフ地区 

	
 住民移転及び私有地の取得もなく、商業施設移転のみである。PK3地区内の新中央市場の完工

後に、ワーフ地区内で営業する 284店舗が中央市場に移転し、それ以外の魚販売（冷蔵・冷凍）

36店舗が一時移転の対象となる。ワーフ地区内の水揚場整備後に、一時移転した魚販売が施設完

成後に再入居する。従って、商業移転及び一時移転を含む商業移転の 2種類が生ずる。該当する

補償内容は、商業移転（営業補償）及び動産補償（移転費用）となり、一時移転が発生する店舗

は補償費用が上積みされることになる。なお、ワーフ内で営業する食堂等の店舗は、18店舗であ

る。 

 

③中央市場地区 

	
 住民移転及び私有地の取得もなく、商業施設移転のみである。新中央市場完成後、中央市場内

で営業している 686 店舗の内、662 店舗は直ちに中央市場、食堂(16 店舗)の一部については周囲

に移転する。鮮魚店(15店)、漁具販売店(2店)、鮮魚冷蔵店(7店)の 24店は、新中央市場完成後に

一時移転し、水揚場工事完了後に移転することになる。該当する補償内容は、商業移転（営業補

償）及び動産補償（移転費用）となり、移転期間及び回数により補償費用の差が発生することに
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なる。 

食堂・氷水店舗は、ワーフ地区(16店舗)と中央市場(18店舗)で 34店舗となり、このうち 14店

舗は、顧客との関係から現在営業をしている周囲に移転する。営業形態から見ると、ワーフ地区

内で営業している店舗は、規模も大きく周辺住民の利用が多いことから、中央市場へ移転しない

割合が高い。 

なお、中央市場に南西側の隣接地には 6世帯の住居があるが、本プロジェクトではこの敷地を

利用しないため、住民移転は発生しない。現地調査では、ワーフ地区及び中央市場の店舗の内、

400店舗（合計：971店舗）をアンケート票に基づく聞き取り調査を本本プロジェクトは実施した。

400 店舗を対象としたこの調査での有効回答数は 367 店舗であった。これは合計店舗の約 38%に

相当している。 

 

(3) 事業対象地の占有者の最低  20％を対象とした家計・生活調査結果   
本プロジェクトの PK3 地区内の事業対象地における占有者の最低 20％を対象とした家計・生

活調査結果は前述の表 11及び表 12に整理した。 

一方、中央市場及びワーフ地区で営業する商業店舗への売り上げ調査、店舗の資産調査、従業

員への給与調査及び生活調査は、委託したローカルコンサルタントが調査したが結果は的確な結

果が得られなかった。このため、本プロジェクトの事業実施主体である MIRAHは EIA実施に伴

い、これらの商業店舗への再調査を実施することが必要になる。 

 

(4) 損失資産の補償及び生活再建対策の受給権者要件   

1）受給権者要件  

損失資産の補償及び生活再建対策を受給できる受給権者は、上記の PK3地区の中央市場建設予

定地の住民移転 11世帯、私有地所有者（個人 5名、事業者 1件、）、商業店舗 8店及び既存の中央

市場及びワーフ地区で営業する小売業者（商業店舗）910 店舗である。この数は 2015 年 6 月 14

日をカットオフデートとして決定されている。この日時がカットオフデートに決定された理由は、

当日、住民移転対象者及び当該地の商業移転対象者に住民説明会が開催されたことによる。その

日時より 2年以内に本プロジェクト実施に伴う用地収用が行われる場合、この 11世帯が本プロジ

ェクトで発生する住民移転対象世帯となり、各種の補償や生活再建策を受給できる。しかし、世

銀世界銀行の Operational Manual 4.12-Involuntary Resettlement, revised April 2013では、センサス調

査を実施してから 2年以内に用地取得が行われなかった場合、データの更新を行うとしており、

本プロジェクトでもこの方針に従うこととする。つまり、2017 年 6 月 14 日以降に本プロジェク

ト実施に伴う用地収用が行われる場合、再度移転対象者を確定するセンサス調査を実施すること

とする。 

 

2）損失資産の補償  
「コ」国でのドナーの援助に関係しない国内での実施事業では、不法居住者には立ち退きを命

ずるのみで補償は無い。しかし、JICAを含むドナーの援助に関係して発生する住民移転は、不法

居住者に対しても補償がされる。その補償基準は世界銀行の Operational Manual 4.12-Involuntary 

Resettlement, revised April 2013が適用される。 
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本プロジェクトの住民移転及び商業移転に付随して発生する、各種の補償算定方法（損失資産

の補償）は、以下のとおりである。 

A.住民移転の場合 

a. 土地：敷地毎に面積及び土地単価の査定から評価額の算定を行う。補償方法は土地評価額と

見合う金額を支払うか、代替地を提供される場合のその差額を金銭で精算する。なお、土地

所有無しに不法占拠している場合は、補償内容としては市有地内の住居だけの建設となるが、

今回私有地が与えられるかはササンドラ市の裁量による。 

b. 住居：住居毎に評価を行い、減価償却、家屋の老朽度合、住居の構造（レンガ造、木造、鉄

筋コンクリート等）などの諸項目を勘案し、評価額を算出している。しかし、事業がドナー

の支援による場合、住居の補償算定は異なる。世界銀行の場合、1 住居の建設当時の価格を

見積り、その経過した年数のインフレ率も加算した新築住居として評価額を出す。例えば

2008 年に 200 万 FCFA で建設または購入した住居の場合、2015 年までのインフレ率をこの

200万 FCFAに上乗せする金額が補償額となる。 

c. 補償方法：住民移転で発生する宅地や住居の補償は、喪失資産に見合う現金を支払う場合、

喪失資産と同等の住居を移転先に建設し提供する場合、現金の支払いと住居の建設の両方を

行う場合がある。 

d. 生活再建：移転住民を対象として、1 世帯あたり 1 ヶ月分の月収が、生活再建費用として支

払われる。この支払額は、世界銀行の Operation Manual 4.12に基づいている。また、これ以

外にも下記の「その他の補償項目」が行われる場合もある。 

e. 住居の再取得額を算定するのは裁判所に登録されている民間の不動産鑑定士である。 

 
B. 商業移転の場合 

a. 土地：自己所有の土地で商業を営む場合は、住民移転同様に敷地毎に面積及び土地単価の査

定から評価額の算定を行う。補償方法は土地評価額と見合う金額を支払うか、代替地を提供

される場合のその差額を金銭で精算する。なお、土地所有無しに不法占拠している場合は、

土地の補償を行う必要はない。 

b. 店舗：店舗についても、自己所有している場合は、住居同様に再取得費用にかかる金銭が補

償される。再取得費用査定にかかる基準は、住居と同様である。ワーフ地区（36店舗）及び

中央市場（24 店舗）で営業し、一時移転が発生する 60 店舗及び既存の中央市場及びワーフ

地区で営業する小売業者（商業店舗）への補償方法は以下の e及び補償事例に従うものとす

る。 

c. 営業損失：国内の類似の小規模な店舗の事例では、商業移転時の営業損失に対する補償金額

は、概ね 3ヶ月が目安となっている。法的にこれを裏付けるものはないが、社会通例として

一般に認識されている。通常の補償交渉は、移転する店舗（あるいは代理者）と事業者との

直接交渉により補償の期間が決定されている。営業損失の基準となる店舗の売上については、

店舗毎へのアンケート調査（EIA及び移転計画策定のコンサルタントが実施する）に基づく。

また従業員の給与が月毎に変動する場合、1 月当たりの補償金額はそれぞれの人の平均給与

を計算し、それがベースとして算定される。 

d. 従業員補償：店舗で働く従業員への補償も、営業損失に準じて収入の減少を考え 3 ヵ月とし
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ている。従業員で補償を受け取れる人は国の社会保険に登録している人のみが対象となる。

これは従業員数の水増しによる過剰請求を阻止する目的がある。 

e. 補償方法：商業移転で発生する補償は、喪失資産に見合う現金を支払う場合、喪失資産と同

等の店舗を移転先に建設し提供する場合、現金の支払いと店舗の建設の両方を行う場合があ

る。 

f. 生活再建：商業移転で発生する補償は、喪失資産に見合う現金を支払う場合、喪失資産と同

等の店舗を移転先に建設し提供する場合、現金の支払いと店舗の建設の両方を行う場合があ

る。 

g. 補償事例：商業移転の場合、次の 3通りの補償、支援策がとられている。 

iケース１：店舗を家主から借りて営業している場合（つまりテナントに入っている）、受け取

る補償は営業損失（3 ヵ月分）と移転費用が用意される。また、移転先の店舗は担

当機関（主に州の建設省）が入居を支援する。 

iiケース２：店舗を所有して店子に店舗を貸している場合、受け取る補償は店舗の再取得価格、

営業損失（3ヵ月分）と移転費用の 3項目が対象となる。 

iiiケース３：自己の店舗を有し営業する場合、受け取る補償は店舗の再取得価格、営業損失（3

ヵ月分）と移転費用の 3項目が対象となる。 

 

C. その他の補償項目 

	
 本プロジェクトで該当する上記以外の補償としては、下記のような項目が該当する。 

a. 動産補償：住宅地にある、家具、食器、電化製品等の代替住宅への移転費用である。また、

商業移転の場合も、販売店舗内にある家具や販売台等の資産の移転が発生す場合に該当し、

事業者が負担することになる。通常の補償方法は運搬費用に相当する金銭を被補償者に支払

うか、あるいは事業者が自らは移転作業を行う場合は、金銭の授受は発生しない。 

b. 立木補償：住宅地内に付属して栽培されている果樹や庭木が対象となる。補償方法は、移植

あるいは伐採となり、移植する場合は移植の費用、伐採の場合は市価に見合った金銭で補償

される。移植される場合は、移植の時期によっては、枯れることもあり、補償率も変動が発

生する。また、果樹のような収穫樹の場合は、収益に対して残存効用年数を乗じた価格を目

安にして補償金額が算定される。 

c. 立毛補償：取得される土地に付随して農作物の立毛がある時に補償される。具体的には、稲、

麦、野菜などであり、一般的には収穫される前に収容が発生する場合には、補償が生ずるが、

収穫後は補償しないことが通例である。 

 

(5) 再取得価格調査を踏まえた、再取得費用に基づく損失資産の補償手続き  
1) 補償費用の支払い  

	
 住民移転及び商業移転に係る補償費用の支払いについては、補償業務を進めるササンドラ市及

びボクレ州が、移転が発生する前段階で必要な補償費用が発生する場合には、事前の支払いを行

うことを言明している。また補償費用の資金源である MIRAH も必要な支払いについては、当初

の予算を超過する場合でも資金を確保すると確約している。したがって、補償費用の支払いに関

しては、事業者間の基本合意が得られている。 



 A- 200 

	
 他方、実際の補償費用の支払いや、関連する対応等に関しては、社会省のモニタリングや、移

転会合委員会による補償対象者への支援、本プロジェクトのモニタリングフォームの JICA への

提出により、補償の手続きが適切な時期に約束された補償が受けられることを担保している。更

には以下に述べる受給権者確認フォームにより円滑に補償が受けられる仕組みを整える。 

 

2）受給内容確認  

	
 住民移転対象世帯及び商業移転対象者への補償内容を確認する受給内容確認フォームを作

成し（表 14及び表 15）、適切な時期に約束された補償が受けられているかを確認する。 

 

(6) 生活再建対策ニーズ調査結果を踏まえた生活再建対策  

1）住民移転対象者への生活再建策  
移転対象世帯への生活再建策として以下を用意する。また、移転対象世帯の住居状況（正規居

住者、賃貸居住者等）によって補償が行われる（表 1）。 

(ⅰ)移転地の割り当て：移転対象世帯の多くが近隣に移転することを希望していることを勘案し

て、元の場所の近くに移転地を用意する。具体的な移転場所は、次項に述べる「3」具体的

な移転先」に示すとおりである。 

(ⅱ)資金援助：移転地の割り当てを希望しない正規居住者については、専有面積に相当する資金

を用意する。 

(ⅲ)収入損失：移転地への移動や商売を転換する際に、影響世帯は仕事の中断を強いられる。休

業補償として、平均月収の 1ヶ月分を支給する。 

(ⅳ) その他の補償：生活再建策の一方策として、前述した通り、動産補償、立木補償、立毛補償

が行われる。また、賃貸居住者を含むすべての世帯に対して、発生する引っ越し費用が支払

われる。 

(ⅴ) 社会福祉員派遣：生活再建策の一方策として、住民や店舗に社会福祉員（ソーシャルワーカ

ー）を事業実施者が派遣する。この人々により、支払らわれた補償金が生活再建に正しく運

用するよう指導する。 

 

表1	
 中央市場サイト内の住民移転対象者の補償内容	
 

区

分 
条件 補償内容 

土地の補償 住居の補償 動産等の補償 引越費用

の補償 
生活支

援 
 
 
住

民

移

転

対

象

世

土地所

有個人

住居 (1
世帯) 

所有地と同等の面積

か、それ以上の面積を

有する土地の無償提

供を原則とし、対象者

の希望により、現在の

面積よりも小さい土

地の場合は、所有地と

の差額を金銭補償す

る。 

電気、上水道、下水道施

設を有する新規住居の供

与 

動産の移転に必要な

経費で、車両賃貸料

や燃料が該当する。

もし、ササンドラ市

やボクレ州が移転支

援を行う場合は、費

用の支払いはない。

農作物や果樹に対す

る補償は、補償額は

賃貸居住

者を含む

すべての

世帯に対

して、発

生する引

っ越し費

用が支払

われる。 

住民移

転対象

となる

11世帯
につい

ては、世

銀マニ

ュアル 
4.12に
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帯

(11) 
市有地

内個人

住居 (4
世帯) 

市が所有する土地を

斡旋する。なお、土地

所有権を付与するか

は市の裁量に委ねら

れる。 

同上 農業省が作物や果樹

毎に算定し、補償額

を決める。家畜に対

する補償は基本的に

は移転にかかる手続

き（例：輸送中）に

より死亡した場合の

み、１頭毎に補償が

される。 

基づき、

1世帯
あたり

1ヶ月
分の収

入が支

払われ

る。 

所有権

なし賃

貸住居

(6 世

帯) 

土地の供与は無い 賃貸住宅（アパートメン

ト等）の紹介を行う。賃

貸住宅は電気、上水道、

下水道施設を有するもの

とする。 
＊	
 13名の一時滞在者（学生）については、移転先の斡旋、移転費用（敷金・礼金も含む）が支払われる。 

 

2）商業移転対象者への生活再建策  
中央市場建設予定地内の商業店舗、既存の中央市場で営業する商業店舗及びワーフ地区で営業

する商業店舗に対する生活再建策を含む補償は以下の表 2及び表 3の通りである。 

A.中央市場サイト内の商業移転対象者  

 

表2	
 中央市場サイト内の商業移転対象者の補償内容	
 

区

分 
条件 補償内容 

店舗の設置場所の提供 店舗提供 営業や動産等の補償 
 
 
 
 
商

業

移

転

対

象

者

(7) 

土地を所有

し、店舗も所

有（1店舗） 

現在の私有地面積と同等

かそれ以上の面積の私有

地を無償提供する。提供

する土地は、ササンドラ

市市長と店舗所有者と相

談の上、最終場所を決定

する。なお、土地はササ

ンドラ市が提供する。 

新規の店舗を建設し、提供す

る。その場合、電気、水道、

下水等の基礎生活インフラ

が整備されていることが条

件とする。 

	
 営業損益の補償金額

は、3か月分の利益額が店
舗所有者へ、また、3か月
分の給料が従業員へ支払

われる。 
	
 移転による営業損失分

を、現金で補償する。補

償対象は、店舗所有者及

び従業員の双方が対象と

なる。また、新規店舗へ

の移転に要する費用が発

生した場合にも現金が支

払われる。 
	
 生活再建として、世界

銀行のマニュアル 4.12 を
基準として、支払いがさ

れる。 

土地所有は

無く店舗を

所有（5店舗） 

現在の私有地面積と同等

かそれ以上の面積の私有

地を斡旋する。 

同上 

土地所有が

無く店舗も

賃貸（店子）

（1店舗） 

ササンドラ市が新規の入

居先店舗を見つけ、入居

してもらう。 

市が新規の入居先店舗を見

つけるため、新規店舗の提供

は行わない。ただし、入居先

には電気、水道、下水等の基

礎生活インフラが整備され

ていることが条件。 

	
 ＊生活再建の支援として、営業回復策のため、MIRAHは各店舗にビジネスコンサルタントの派遣も検討している。 

 

B.ワーフ地区の商業移転及び一時移転含む商業移転対象者  

2015 年の本プロジェクト調査時点ではワーフ地区 320 店舗が対象となり、その内の 36 店舗が

一時移転対象となる。このためワーフ地区で営業する小売業者への補償内容の一部には、一時移

転時及び最終移転時（再移転時）の 2段階が発生し、具体的には以下のような分類となる。 

 

表3	
 ワーフ地区内の商業移転対象者の補償内容	
 

形態 店舗補償・店舗提供 現金補償及び移転補償 

一時移転・最終

移転(36店舗) 

一時移転先は、州・市が用意する仮営業場所。

11ヶ月後に水揚場に入居。 

営業補償や生活再建等、商業移転と同様

な補償が行われる。 
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最終移転 (284

店舗) 

新中央市場あるいは既存市場周辺への施設提

供のみ。 

営業補償や生活再建等、商業移転と同様

な補償が行われる。 

＊生活再建の支援として、営業回復策として、MIRAHは各店舗にビジネスコンサルタントの派遣も検討している。 

 

C.中央市場の商業移転対象者  

	
 補償内容は上記で記載したワーフ地区小売業者の、最終移転時の補償内容と同じである。対象

店舗数は、686 店舗である。そのうち、魚販売関係の店舗(24 店舗)の移転時期は、中央市場の施

設完成後に一時移転し、水揚場完成後に最終移転となる。食堂等の店舗(18 店舗)は、中央市場あ

るいは周辺への移転が発生する。 

 

3）具体的な移転先  

A.	
 住民移転先用地の状況	
  

住民移転先の土地はササンドラ市が用意す

ると市長が表明し、下図のとおり PK3 地区内

の丘の上にある都市計画区域内の分譲区画地

の隣接地を既に用意している（新中央市場の北

西部に位置して直線距離で 200m先）。6区画の

土地が用意されており、1 区画は 20m 四方の約 400m2 の面積である。敷地の面積は現在の占

有している面積もより大きくなっている。現在の宅地周辺には必要なインフラは整備されてい

るが、移転先の区画にはアクセス道路、電気、水道等のインフラや敷地の整地もされていない

（写真参照）。ササンドラ市では移転先住居の建設前までには必要なインフラは今後、市が整

備し、必要な整地も行うとしている。 

 

B.	
 ワーフ地区及び中央市場内の小売業者の一時移転先 

中央市場完工後に、水揚場整備を行う際の一時移転対象は、魚販売（冷蔵・冷凍）の 36店舗と、

中央市場内の魚及び漁具販売の 24店舗となる。これらの小売業者の一時移転先は、ワーフ地区に

隣接する北側が予定されている。既にボクレ州ではワーフ地区に隣接する北側にコンクリートの

 
PK3地区内にある移転予定地の現況。新規市場サ
イトの湿地より 30mの山側に位置する 

 

 
PK3地区内移転予定地より湿地を見下ろす。写真
左側約 200mが中央市場建設サイトである 
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床に屋根を付けたオープンスペース（販売台や販売セクシ

ョンの区切りのない :右写真）の販売場所を 1 棟建設して

いる。今後、本プロジェクトのワーフ地区の日本側の工事

開始までには、更に同エリアに同様の販売建物を建設する

予定である。 

 

(7) 苦情処理を担う組織の権限及び苦情処理手続き   
苦情処理メカニズムとして以下の移転会合委員会が設置された。この委員会は商業移転対象者

及び住民移転対象者に支払われる補償金や、住居、店舗建設、引っ越し支援、生活再建支援が適

切な時期に相応の金銭面を含む支援が受給出来ているかを担保するシステムでもある。 

 

1) 苦情処理対応の経緯と移転会合委員会の効力  

	
 ササンドラ小売業者組合（FENACCI）や個人の小売業者達は、補償金の支払いや一時移転先へ

の店舗の入居の保証に関しては、確実に約束が履行されるかどうか不安を表明している。このた

め、本プロジェクト補償業務に際しては、FENACCI や補償の履行を監督する社会省ボクレ州支

所の関係者を含む移転会合委員会が設置され、住民移転対象者を含む受給者への補償金支払いや

移転先の入居等に関してニーズや苦情、入店先のスペース等に関して定期的な会合を開催するこ

ととなった。なお、この移転会合委員会の討議内容、議事録は本プロジェクトの環境モニタリン

グ項目にて確認される。 

 

2) 移転会合委員会  

① 設置の目的 

A. 一時移転を含む移転対象者（商業移転及び住民移転）の円滑な移転を促進させる。 

B. 移転対象者達（補償受給者）が MIRAH、ボクレ州、ササンドラ市の政府各関係機関より計

画される適切な補償や、支援を確実に適切な時期に受給できるようにする。 

C. 移転対象者（補償受給者）が、MIRAH、ボクレ州、ササンドラ市の政府各関係機関より計画

される適切な補償や、支援に関しての苦情を受け付ける役割を果たす。 

② 移転会合委員会のメンバー 

以下を本プロジェクトの移転会合委員会のメンバーとする。 

＊ MIRAH（本省） 

＊ DD/MIRAH（ボクレ州支所） 

＊ ボクレ州 

＊ ササンドラ市 

＊ PK3地域の地域リーダー 

＊ FENACCI代表 

＊ FENACCI副代表 

＊ 社会省ボクレ州支所 

＊ 建設省ボクレ州支所 

③ 移転会合委員長 
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 移転会合委員会の委員長はササンドラ市市長とする。 

④ 会合開催 

	
 会合の開催は毎月 1回とする。委員会で討議された内容は議事録として会合開催日時、場所、

出席者リストと共にまとめられ、DD/MIRAHを通じて MIRAH（本省）に提出する。 

 

(8) 住民移転に責任を有する機関 (実施機関、地方自治体、コンサルタント、NGO 等 )

の特定及びその責務   

本プロジェクトの環境認可を取得する事業主体となるのはMIRAHであり、手続等に要する費用

及び移転補償にかかる費用を支払うのもMIRAHである。MIRAH内部での業務は、養殖漁業局

(DPA)と計画統計企画局(DPSP)が主体となり、環境認可取得の手続を進める。下記に、本プロジ

ェクト実施に伴う補償関係業務の分担等について述べる。 

 

A. MIRAH 

a. MIRAHは、ANDEから取得する環境認可に必要な手数料及び EIAを実施するコンサルタント

委託料、両サイト内の既存構造物の撤去費用、移転にかかる補償諸費用（住宅建設費、商業移

転補償等）の予算獲得及びこれらの費用の支払いを行う。また、州や市が行う移転手続き（住

民移転先の用地確保、一時移転先用地の整備）に協力し、全体の移転業務を指導・管理する。 

b. MIRAH は、本プロジェクト実施の際に発生する「コ」国側の費用、特に移転補償費の見積を

徴収し、必要額を「コ」国政府に申請する手続がある。MIRAHから申請された費用は閣議了承

され、財務省からその費用が MIRAHに支弁される。 

 

B. プロジェクト調整委員会 

a. ササンドラ県は、本プロジェクトのために政府機関及び民間団体（電力・給水）を構成員とす

るプロジェクト調整委員会を立ち上げた。同委員会は、本プロジェクト実施に際して発生する

様々な問題や課題を解決・調整する目的で設置された。会議は、ボクレ州・県あるいはササン

ドラ市の発意により召集される。 

b. 中央市場サイトで発生する住民移転及び商業移転では、この委員会が市及び州から適切な技術

者を選び、対象となる移転家屋や商業施設の施設規模や評価額を調査させる。さらに委員会は、

移転手順、移転補償方法、補償額、生活再建策の立案の任務も負うとしている。これらの業務

は MIRAHと共同で実施する予定である。 

c. ササンドラ市、州はこの調整委員会の合意のもと、ササンドラ市長を中心に必要な業務を実施

することになっている。例えば、移転対象家屋の評価では市及び州の技師を PK3地区に派遣し、

家屋面積や家屋を 1 軒ずつ評価するとしている。また、移転の際に果樹や耕作地の補償が発生

する場合では、農業省の州支局が移転の補償額・補償方法を検討する。 

 

C. ササンドラ市 

a. ササンドラ市は住民移転に伴う移転先の宅地を提供する。また、同時に発生する商業移転の移

転先を、移転者と共に具体的な移転先を協議し決定する。同様にサイト内の私有地の所有者と、

移転用地を協議の上、同等価格以上の土地を用意する。 
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b. 本プロジェクト現地調査期間中に開催されたステークホルダー会議は、ササンドラ市とボクレ

州、MIRAHとの協力により実施されており、今後、開催されるステークホルダー会議も同様に

3者で協力し、実施される。 

 

D. ボクレ州 

	
 ボクレ州はワーフ地区に隣接する一時移転先の施設（コンクリート床及び屋根を有する）を建

設しており、発生する一時移転に備えて更に同様の施設を建設する。補償関係では、住民移転時

に発生する住居の建設、動産（果樹及び家畜）の補償業務を担当する。 

 
E. ササンドラ地区小売人組合（FENACCI） 
	
 中央市場で営業する小売人が加盟する FENACCIは、ササンドラ地区全体を統括している。本プ

ロジェクト実施により発生する新市場への移転の補償、移転先の店舗の割振り等について小売業者

を代表して、ササンドラ市、ボクレ州、MIRAH と討議する。その討議は必要に応じて開催され、

既に本プロジェクト調査期間中に 1回目の会合が開催された。 
 
F. 社会省（MFFA: Ministère de la Famille, de la Femme et des Affaires sociales） 

本プロジェクト実施により発生する住民/商業施設移転に関して、社会省はその移転対象となっ

ている人々が提示される移転補償（家屋、店舗、補償金支払、生活再建策）を受給出来ているか

確認する任務を負っている。具体的には、合意された金額が期限内に支払われているか、補償さ

れる家屋や土地が提示されたとおりに用意されたか、生活再建策が実行されたかどうかを確認す

る。また、移転先で新しいコミュニティーに適合できているか（適合できずにストレスで苦しん

でいないか）などを確認するのも業務の一つである。社会省ボクレ州支所がこれらの業務を担当

する。また、FENACCIと MIRAH、ササンドラ市、ボクレ州との補償等に関する会合（前項(7）

-2)で記載した移転会合委員会）にも出席する。 

 

G. 公聴会 

EIAに含まれる住民移転及び商業移転を含む社会面の影響に関して ANDEは、7名の技術アド

バイザーを任命する。EIA は実施機関である MIRAH が業者を選定し、実施することが求められ

ている。EIA を実施する場合は公聴会を行うことが義務付けられており、公聴会で出された意見

を EIA に反映する仕組みとなっている。また、EIA を審査する場合は、MIRAH や他の省庁、関

係する地元自治体、地方政府の関係者も含む最低 12名、最大 20名より構成される委員会が設け

られる。もし、EIA の内容に関しての批評が付記される場合、再提出が要求される場合もある。

なお、アンケート調査を実施する場合は、公聴会の代替えとすることが可能であることを ANDE 

から確認した。 

 

 (9) 損失資産の補償支払完了後、物理的な移転を開始させる実施スケジュール   
	
 損失資産の補償支払完了後、物理的な移転を開始させる実施スケジュールは以下の表 4の通り

である。 
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表4	
 補償内容と実施時期	
 

 

  

(10) 費用と財源  
1) 環境認可に要する費用  

	
 MIRAH が本プロジェクトの環境認可取得に要する費用は、ANDE への環境認可手続き料及び

EIA業務の請負事業者への支払であり、環境認可手続き費用は総額 13,500,000FCFA（約 280万円）、

EIA業務費用内訳は BNETD見積では、7万～7.5万 USドル（約 840～900万円）である。MIRAH

は、EIA業務費用を民間に委託すれば、3千万 FCFA(約 600万円)を下回ると想定している。 

 

表 5	
 環境認可に要する費用（現地調査時点）	
 

費目 内容 金額 
 
 
環境認可手続 

EIAの TOR評価業務 2,500,000FCFA 
公聴会実施費用 4,000,000FCFA 
EIA内容審査費用（審査員や関連機関への支援料） 3,500,000FCFA 
モニタリング関連費用 3,500,000FCFA 

小計 13,500,000FCFA 
EIA業務費用 EIA業務経費(BNETDによる)の見積 7〜7.5万 US$ 43,750,000FCFA 

合計 57,250,000FCFA 
 

2) 補償関係の費用  

	
 MIRAH は、上記の EIA 業務費用に支援関連業務費用（既存建物撤去等の見積徴収等の業務費

等）を加えた、約 9,350万 FCFAが補償業務を進めるために必要な予算と想定している（2015年

6月末時点）。その他に住民移転の用地確保、商業移転での一時移転先の整備費用（ササンドラ市

及びボクレ州が拠出）以外に要する環境社会配慮に関わる費用も必要となる。MIRAH は、住民
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移転及び商業移転で発生する補償費が、予定金額を超えた場合でも、不足金額は補填するとして

いる。下表に今後補償関係で必要な費目内訳を示す。 

 

表 6	
 補償に要する費目（現地調査時点）	
 

 費目  規模・使用  責任機関  
 
中央市場住

宅移転 

住民移転用住宅の建設 6棟 州 
動産・立木・立毛補償 11世帯 州 
生活再建費用 11世帯 州 
住宅用用地の斡旋 6宅地 市 
賃貸住宅の斡旋 5世帯 市 
賃貸住宅の斡旋等（一時滞在者） 13人 市 

 
中央市場商

業移転 

代替地の提供 1店舗 市 
店舗の建設 7店舗 州 
損失補償 7店舗 州 
動産補償 7店舗 州 
生活再建費用 7店舗 州 

中央市場土

地取得 
民有地の収容費用（ササンドラ市所

有地も含む） 
7区画、2671m2 市 

既存中央市

場 
店舗提供 680店舗 日本側提供 
損失補償 680店舗 州 
動産補償（移転費用） 680店舗 州 
生活再建 680店舗 州 

ワーフ地区 店舗提供 277店舗 日本側提供 
損失補償（一時移転／最終移転） 277店舗 州 
動産補償（一時移転／最終移転） 277店舗 州 
生活再建 277店舗 州 

中央市場 /ワ
ーフ地区食

堂等 
(商業移転) 

店舗提供 14店舗 州 
損失補償 14店舗 州 
動産補償（移転費用） 14店舗 州 
生活再建 14店舗 州 
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(11) 実施機関によるモニタリング体制、モニタリングフォーム   

本プロジェクトの実施機関である MIRAH によるモニタリング体制、モニタリングフォー

ムは下記の通り、工事開始前、工事期間中及び供用後の 3段階に分けて記載した。 

 

1) 工事開始前のモニタリング（案）  

 

住民移転及び商業移転対象者への補償 

 

表 7	
 環境モニタリングフォーム（補償）	
 

分類 影響を受ける対象
者のサイト 項目 

補償の履行状況（建
造物建設、金銭支
払、支援実行） 

頻度・タイ
ミング 

住民移転対
象者 新中央市場 

用地整備を含む引越し先住居の用意  

工 事 開 始
前までの 3
か 月 前 よ
り 1 ヵ月/1
回 

引越し費用支払い  
生活再建費用支払  
その他（農作物、果樹、家畜の補償）  
その他の補償金の支払  

私有地所有
者 新中央市場 新規私有地の用意または補償金の支

払い 
 

商業移転対
象者 

新中央市場 

受給権者の最終確定  
用地整備を含む引越し先店舗の用意  
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

水揚場 

受給権者の最終確定  
用地整備を含む引越し先店舗の用意  
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

新中央市場 受給権者の最終確定  
移転会合委
員会 

 移転会合委員会の会合、出席者リス
ト、議事録内容の確認 

  

 

2) 工事中のモニタリング（案）  

住民移転、私有地所有者及び商業移転対象者への補償 
 

表 8	
 環境モニタリングフォーム（補償確認）	
 

分類 影響を受ける対
象者のサイト 項目 

補償の履行状況（建
造物建設、金銭支払、
支援実行） 

頻度・タイ
ミング 

住民移転対
象者 新中央市場 

引越し費用支払い  

3ヵ月/1回 

生活再建費用支払  
その他（農作物、果樹、家畜の補償）  
その他の補償金の支払  

私有地所有
者 新中央市場 新規私有地の用意または補償金の支

払い 
 

商業移転対
象者 

新中央市場 
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

水揚場 
用地整備を含む引越し先店舗の用意  
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
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営業補償費用支払（従業員）  
新中央市場 受給権者の最終確定  

移転会合委
員会 

 移転会合委員会の会合、出席者リス
ト、議事録内容の確認 

 

（注）住民移転対象者、私有地所有者、中央市場サイト商業移転対象者への各種の補償の支払いはやむを得ない
理由により、遅延が生じる場合、遅くとも、工事期間中までには完了することとする。 

 

3) 供用後のモニタリング（案）  

住民移転、私有地所有者、商業移転対象者への補償 

 

表 9	
 環境モニタリングフォーム（補償後確認）	
 

分類 影響を受ける対象
者のサイト 項目 

補償の履行状況
（建造物建設、金
銭支払、支援実行） 

頻度・タイミング 

商業移転対
象者 

水揚場 

移転先での入居状況  

供用後 3ヵ月以内
1 度とし、最終確
認を行う 

引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

新中央市場 

移転先での入居状況  
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

住民移転対
象者 

新中央市場 

引越し費用支払い  
生活再建費用支払  
その他（農作物、果樹、家畜
の補償） 

 

供用直前の最終確
認 

その他の補償金の支払  
私有地所有

者 
新規私有地の用意または補
償金の支払い 

 

商業移転対
象者 

移転先での入居状況  
引越し費用支払い  
営業補償費用支払（経営者）  
営業補償費用支払（従業員）  

移転会合委
員会 

 移転会合委員会の会合、出席
者リスト、議事録内容の確認 

 供用直前の確認及び
供用後 3 ヵ月以内に
1度、確認を行う 

（注）中央市場サイトの住民移転対象者、私有地所有者、商業移転対象者への各種の補償の支払いは、やむを得

ない理由により、遅延が生じる場合、この表のモニタリングでは供用時の直前に支払いの完了の最終確認を行う

こととする。 
 

(12) 事業の初期設計及び生計再建対策の代替案に係る住民協議結果  

1）住民協議 

PK3 地区の中央市場建設予定地の移転対象者に対して、MIRAH 及びササンドラ市は、現地調

査期間中の 6月 14日（日）に予定地内にてステークホルダー会議を開催した。この会合では、本

プロジェクトの建設工事期間、建設予定地、移転対象世帯、移転補償に関して両政府機関より説

明が行われた。重要点は両政府機関が十分な補償を行うことを明確に伝えた点である。ここでは

具体的な補償額は示していないが、移転先は PK3地区内を予定し、電気、水道、整地等の基礎イ

ンフラを備えた場所を用意することも表明された。 

	
 今後、本プロジェクトの実施が最終確認されれば、移転への準備が開始される。この場合、商

業移転と同様、移転対象住民からの補償手続等に関する苦情は、前述した移転苦情処理システム

の移転会合で地域代表者や社会省担当者より出され、対応策が話し合われるシステムが構築され
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ている。 

 

2）その他の関連するステークホルダー会議 

本案件実施による影響やニーズ、意見の聴取を目的としたステークホルダー会議は、上記の住

民協議を含め、計 7回が開催された。これらは下表 10の通りである。 

開催場所は出席者の利便性を考慮して開催し、可能な限り出席しやすい場所と日時を選んだ。

例えば、開催場所は既存の中央市場や、中央市場やワーフに近接する市民ホールである。時間帯

は商売が比較的閑散とする平日の午前中 10時開催としている場合が多い。これらのステークホル

ダー会議では参加者を分類したうえで実施している。更に、これらのステークホルダー会議では

本プロジェクトの実施内容の説明（施設規模、施設内容）し、一時移転を含む移転が発生するこ

とを説明している。同時に参加者の本プロジェクト実施に対する意見を聞くこと（本プロジェク

ト実施に賛成か反対か）も目的としている。その結果、参考資料	
 添付資料 1-6 にも記載した通

り、主な反対意見は表明されていない。特に一時移転対象となるワーフ地区で営業する店舗経営

者からは一時移転への理解が示されている。 

なお、ステークホルダー開催時は第 2 回目の開催を除き、その全ては MIRAH、ボクレ州、サ

サンドラ市の 3者が共同で開催し、説明を行った。 

 
表 10	
 ステークホルダー会議概要	
 

 
回数  場所  日時  出席

数  
主な開催目的  

第 1回目 市民ホール 5月 28日（木）
10:00～12:00 

約 130人 ワーフ地区及び中央市場地区小売業者への説
明 

第 2回目 既存中央市場内 5月 29日（金） 
7:30～8:30 

約 20人 中央市場地区小売業者への説明 

第 3回目 ワーフ地区場内 6月 3日（水） 
10:00～11:00 

:約 40人 ワーフ地区及び中央市場地区の燻製小売業者
への一時移転先の説明 

第 4回目 市民ホール 6月 4日（木） 
11:00～12:30 

約 30人 ワーフ地区及び中央市場地区の水産物販売関
係者へ協力コンポーネントの協議等 

第 5回目 ワーフ地区・水産
局事務所内 

6月 8日（月） 
12:00～13:30 

約 10人 リベリア漁村・漁民へのワーフ地区建設施設の
説明 

第 6回目 PK3地区中央市
場予定地内 

6月 14日（日） 
16:00～17:00 

約 50人 PK3地区中央市場予定地内の住民移転と商業
移転対象者への説明 

第 7回目 市民ホール 6月 29日（月） 
11:00〜12:00 

約 60人 ワーフ地区小売業者への一時移転先の説明 

第 8回目 市民ホール 1月 29日（金） 
10:00〜12:00 

約 150人 中央市場及びワーフ地区小売人等を対象とす
る施設内容・実施工程等の説明 
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表13	
 中央市場サイト内の私有地所有状況	
 

私有地の所有者	
 土地区画	
 

番号	
 

面積

(m2)	
 

土地利用の状況	
 

CODERIZ(農業組合組織)	
 
582	
 545	
 

私有地であり、土地家屋や店舗関係

の建築物は一切ない。	
 

Ms.	
 Lassina	
 Sako	
 Biata	
 
583	
 542	
 

私有地であり、土地家屋や店舗関係

の建築物は一切ない。	
 

ササンドラ市	
 
584	
 N/A	
 

土地の所有者はササンドラ市であ

る。	
 

Mr.	
 Kouassi	
 Kouakou	
 Berlioz	
 
586	
 205	
 

私有地であり、土地家屋や店舗関係

の建築物は一切ない。	
 

Ms.	
 Killet	
 Valerine	
 Rachel	
 

Mireille	
 
588	
 180	
 

私有地であり、土地家屋や店舗関係

の建築物は一切ない。	
 

Mr.	
 Kablan	
 Ansah	
 Bekouloudjo	
 

Innocent	
 
591	
 799	
 

私有地であり、車両整備用の部品を

収納する簡易建造物が 1 棟ある。	
 

Mr.	
 Kouassi	
 Kouame	
 

599	
 400	
 

私有地であり、土地家屋や店舗関係

の建築物は一切ない。土地の約 30％

が本プロジェクトの敷地内になる。	
 	
 

合計面積(m2)	
 2,671	
 	
 

出典：土地所有者、面積はササンドラ市の調査に基づく。土地利用状況は現地調査及びササンドラ市との共同
調査に基づく。 
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資料 1-9	
 エンタイトルメント	
 マトリックス 

	
 

	
 エンタイトルメント・マトリックス(1)	
 

土地 

No 場所 土地のタイプ 面積(m2) 合計面積
(m2) 

1 
 PK3 地区内のプロ
ジェクトサイト 

農地 50 
2,721 2 住居敷地 542 

3 オープンエリア 2,129 
 

 

建造物 

No 場所 建物のタイプ 小計(棟) 合計 
(棟) 

住居 

1 PK3 地区内のプ
ロジェクトサイト １階建て平屋木造及びレンガ造り 11  11 

店舗 
2 

PK3 地区内のプ
ロジェクトサイト 

屋台 1 
6 3 ササンドラ市所有/平屋木造・コンクリート構造 1 

4 １階建て平屋木造及びレンガ造り 4 
5 
既存ワーフ地区 

ブースタイプ店舗 238 
251 6 飲食店 13 

7 
既存中央市場 Booth type shops 398 686 8 Open table type shops 288 

 
農作物果樹 

No 場所 作物の種類 小計(本) 合計(本) 
1 

PK3 地区内のプ
ロジェクトサイト 

マンゴー 4  
25 

 
 

2 バナナ 16 
3 パッションフルーツ 1 
4 ココヤシ 5 

 
耕作地を有する作物 

No 場所 作物の種類 面積(m2) 合計面積(m2) 

1 PK3 地区内のプロ
ジェクトサイト キャッサバ及びヤムイモ 50 50 

 
家畜、魚類等 

No 場所 家畜の種類 
小計

(匹) 
合計(匹) 

1 
PK3 地区内のプ
ロジェクトサイ
ト 

アヒル 4 

18 
2 鶏 2 

3 ヤギ 2 

4 鳩 10 
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 エンタイトルメント・マトリックス(2)	
 

Item 
No. Type of loss Entitled Persons 

(Beneficiaries) 
Entitlement 

(Compensation Package) 
Implementation 
issues/Guidelines 

Responsible 
Organization 

1.  Loss of 
agricultural 
land 
 

There is No Legal 
owner(s) of 
agricultural land in 
Project site in PK3. 
 
There are two 
small agricultural 
land (>50m2) 
illegally owned by 
the illegal residence 
in Project site in 
PK3. 

i There is no law to 
compensate illegal 
farm land, however, 
replacement value of 
land (Cash 
Compensation under 
decree No.2013-802) 
at price to be 
determined by MOA. 

a. Assessment of quantity 
and quality of land by 
MOA 

b. Assessment of Cash 
Compensation under 
Decree (MOA) 

c. Updating of title of the 
affected persons 

d. Payment of Cash 
Compensation under 
Decree No 52-679 

e. MIRAH will be fully 
informed of the 
entitlements and 
procedures regarding 
payments 

a. MOA 
b. MIRAH 
c. Gbokle R. 
d. S. C. 

2.  Loss of 
access to 
cultivable 
land by 
owner 
cultivator/ 
tenant/ 
sharecropper  

Tenants/sharecropper
/ Legal 
owner/grower/ 
socially recognized 
owner/ lessee/ 
unauthorized 
occupant of land 

   

3.  Loss of 
homestead/ 
residential/ 
commercial/ 
CPR plots by 
owners/Auth
orities   

Legal owner(s) of 
the land 

 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

4.  Loss of 
Trees/ 
Perennials/ 
fish stocks  

i. Person with 
Legal Ownership 
of the land 

ii. Socially 
recognized owner/ 
Unauthorized 
occupant of the 
trees/ fishes 

i. 
 
ii.  

〃 〃 

5.   Loss of 
residential 
/commercial 
structure by 
owner(s) 

Legal Titleholder 
Owner(s) of 
structures 

ODP 
PDR 
Name of the law /decree 

i. Assessment of quantity 
and quality of land by 
MOA 

ii. Assessment of Cash 
Compensation under 
Decree (MOA) 

iii. Updating of title of the 
affected persons 

iv.Payment of Cash 
Compensation under 
Decree No52-679 

v.MIRAH will be fully 
informed of the 
entitlements and 
procedures regarding 
payments 

a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

6.  Loss of 
residential 
/commercial 
structure by 
squatters and 
unauthorized 
occupants 

Informal settlers / 
squatters / 
non-tilted APs 
occupying public 
land without title/ 
or squatting on 
Govt land 

〃 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

7.  Loss of 
access to 
Residential 

Tenants of rented/ 
leased properties 

〃 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
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Item 
No. Type of loss Entitled Persons 

(Beneficiaries) 
Entitlement 

(Compensation Package) 
Implementation 
issues/Guidelines 

Responsible 
Organization 

houses/ 
commercial 
structures 
(Owners/rente
d or leased)   

d.S. C. 

8.  Loss of 
business due 
to dislocation 

Owner/operator of 
the business as 
recorded by JVS 

〃 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

9.  Loss of 
Income and 
work days 
due to 
displaceme
nt 
 

Household head / 
Employees identified 
by the Joint 
Verification Team 
(JVT) 

〃 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

10.  Poor and 
vulnerable 
households 

Poor and vulnerable 
households including 
informal settler, 
squatters /women 
headed household 
without elderly son/ 
non-titled identified 
by MIRAH 

〃 〃 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

11.  Displaceme
nt of 
community 
structure 
(CPR) 

There is No 
displacement of 
community structure 
in the Project site in 
PK3 and Wharf Area. 

   

12.  Temporary 
impact 
during 
construction 

Temporal resettlement 
of commercial entities 
will occur during the 
construction period of 
Wharf Area for 12 to 
14 months.   

i. Compensation for the 
loss of the entitled 
commercial entities. 

ii. Compensation of the 
loss of business sales 
will be made for three 
months for the 
entitled commercial 
entities 

iii. Logistic assistance 
will be arranged by 
Gbokle region and 
Sasandra City for the 
removal of the 
commercial entities. 

 a.MCH 
b.MIRAH 
c.Gbokle R. 
d.S. C. 

13.  Unforeseen 
impact 

Concerned impacts 〃 〃 〃 

注：MCH : Ministère de la Construction et de l’Habitat, Gbokle R. : Gbokle Region, S.C.: Sassandra City 
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資料 1-10	
 世銀マニュアル 4.12	
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資料 1-11	
 地質調査資料	
 

(1)ボーリング柱状図	
 

	
 

中央市場	
 BR1	
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中央市場 BR2	
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中央市場 BR3	
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中央市場 BR4	
 



 A- 228 

	
 

	
 

 
中央市場 BR5	
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水揚場	
 BR1	
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水揚場 BR2	
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水揚場 BR3	
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水揚場 BR4	
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水揚場 BR5	
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圧密沈下量の予測 
 
地質調査の室内試験結果 
 
中央市場 
削孔位置 採取深さ(m) 単位体積重量 圧縮指数(Cc) 圧密係数(Cv) 一軸圧縮強度(qu) 

BR1 4.5〜5.0 15.00kN/m3 0.280 0.069 62kPa/m2 

BR2 4.5〜5.0 11.38kN/m3 0.355 0.092 82kPa/m2 

BR3 4.5〜5.0 12.36kN/m3 0.182 0.102 24kPa/m2 

BR4 5.5〜6.0 15.40kN/m3 0.289 0.046 28kPa/m2 

 
中央市場の沈下予測 
 
1. 仕立屋棟南側ブロック（検討地層は BR5に基づく） 
沈下量の計算 
	
 圧密層は地盤置換下部のシルト層（層厚 H=4m：1.0〜5.0m）とする。 
(1)先行圧密荷重の計算：δ’oz 
	
 δ’oz =(1m+5m/2)×1.6ton/m3=5.6t/m2となる。 
(2)圧密増加応力の計算：δ’oa 
	
 建物荷重として、2.0t/m2とする。 
(3)建設後の有効地中応力Δσ2zは、 
	
 Δσ2z=δ’oz+δ’oa=5.6 +2.0=7.6t/m2となる。 
 
	
 圧縮指数 Ccは、BR4の調査結果を引用し、0.289を採用する。沈下量 Sは、以下により求め
る。 
S=[Cc×H/1+eo]×log(δ’oz/Δσ2z)=0.289×400/(1+1.6)×log(5.6/7.6) = -5.9cmとなる。 
 
	
 よって、プレロードをかけて残留沈下を減少させる。プレロード厚 3mとした場合の沈下予測
は下記の表の通りである。よって、6ヶ月経過すると 3cm沈下することから、残留沈下は 3cm
と予測される（5.9cm-3.0cm）。 
 
圧密度(U) 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 

時間係数(T) 0.008 0.031 0.071 0.126 0.197 0.287 0.403 0.567 0.848 

完了時間(日) 78.2 156.5 234.8 313.0 391.3 469.6 547.8 626.1 704.4 

沈下量(cm) 1.5 3.0 4.5 6.0 7.5 8.9 10.4 11.9 13.4 
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2. 燻製品棟小売場（検討地層は BR5に基づく） 
 
沈下量の計算 
	
 圧密層は地盤置換下部のシルト層（層厚 H=4m：1.0〜5.0m）とする。 
(1)先行圧密荷重の計算：δ’oz 
	
 δ’oz =(1m+5m/2)×1.6ton/m3=5.6t/m2となる。 
(2)圧密増加応力の計算：δ’oa 
	
 建物荷重として、1.5t/m2とする。 
(3)建設後の有効地中応力Δσ2zは、 
	
 Δσ2z=δ’oz+δ’oa=5.6 +1.5=7.1t/m2となる。 
 
	
 圧縮指数 Ccは、BR4の調査結果を引用し、0.289を採用する。沈下量 Sは、以下により求め
る。 
S=[Cc×H/1+eo]×log(δ’oz/Δσ2z)=0.289×400/(1+1.6)×log(5.6/7.1) = -4.6cmとなる。 
 
	
 よって、プレロードをかけて残留沈下を減少させる。プレロード厚 2.5mとした場合の沈下予
測は下記の表の通りである。よって、6ヶ月経過すると2.1cm沈下することから、残留沈下は2.5cm
と予測される（4.6cm-2.1cm）。 
 
圧密度(U) 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 

時間係数(T) 0.008 0.031 0.071 0.126 0.197 0.287 0.403 0.567 0.848 

完了時間(日) 78.2 156.5 234.8 313.0 391.3 469.6 547.8 626.1 704.4 

沈下量(cm) 1.0 2.1 3.1 4.2 5.2 6.2 7.3 8.3 9.4 
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